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がん患者の個々のニーズに応じた質の高い相談支援の提供に資する研究 

 

研究代表者 高山 智子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（部長） 

 

研究要旨 
【目的】本研究では、がん患者の個々のニーズに応じた質の高い相談支援を提供するため

に、環境整備が不可欠であることから、以下2つの観点から提言を行うことを目的とし

た。１）迅速な情報作成と活用につなげるため、全国のがん相談支援センター（以下、相

談支援センター）における相談内容の定期的・継続的な収集方法を確立する。２）医療環

境の変化に対応できる相談支援センターの地域や病院内のがん情報支援拠点としての機能

を充実させるがん専門相談員（以下、相談員）の教育・研修プログラムを開発・評価し、

継続的かつ効果的・効率的に実施するために必要な体制を策定する。 
【方法】目的1）初年度に作成したテキストマイニング技術による相談記録情報の可視化

のプロトタイプを改良し、相談支援現場での実証検討を開始した。目的2）「情報支援研

修」プログラムを地域展開用に改編し、複数県を対象にしたオンライン研修を実施し、研

修効果と運用フィージビリティについて検討した。さらにがんと診断されて間もない人へ

の情報提供資材の普及方法の検討として医師および相談員に対するアンケート、インタビ

ュー調査の準備を行った。 
【結果・考察】目的1）がん相談内容と対応内容のサンプルデータをもとに頻出語を可視

化するWordCloudによるビジュアル化と単語の出現回数を可視化した。また解析ソフトは

Webブラウザのみで動くよう改良し、拠点病院の相談対応施設での実証検討を開始した。

今後FAQの作成支援や他施設を含めた情報共有にもつなげられると考えられた。 
目的2）2日間の「情報支援研修」の地域展開研修をオンラインで、3地域（6県）を対象

に実施した。研修の効果の検討では、研修の満足度、知識、行動の観点から有用であると

評価された。また運営関係者へのフィージビリティ調査でも大きな問題は見られず地域展

開へ向けた次フェーズ（実展開）へつなげられると考えられた。適切な時期に情報を届け

るための診断された間もない人への情報提供資材は、冊子の手渡しの機会を検討するのみ

ならず医師にとって説明が必要な項目の理解等にも有効であると考えられた。 
【結論】2年目で作成および検証された内容について、さらに実臨床での検討を通して基

礎情報を引き続き集めていくと共に、収集された結果を整理し、3年目の提言書作成につ

なげていく予定である。 

 

A． 研究目的 
複雑化する相談ニーズに適切に対応するためには、

相談現場における相談内容の迅速な把握とそれに対

応する情報や支援体制の整備、施策への反映が求め

られている。しかし相談支援センターの相談内容や

対応状況は、2016年にようやく全国で同一の「相談

記入シート」が定まり、各拠点病院で順次導入が決ま

ったが、全国の定期的な収集や活用には至っていな

い。相談内容を定期的に収集・活用し、相談現場に還

元できる取組が求められている。相談員の適切な情

報の活用は、相談支援の質の向上につながる。 
昨今の情報端末の進歩により、情報の入手は容易

になった。反面、情報の断片化や治療の全体像はつか

みにくくなり、情報による患者の混乱の原因にもな

っている。患者が必要とする情報を整理・補完し、適

切な情報を活用し窓口につなげる相談員の役割はこ

れまで以上に高まっている。しかし相談支援センタ

ーの信頼できる情報の設置は、5大がんの診療ガイド

ラインでもわずか3割程度と低い。一方、相談支援セ

ンターは、医療者からは新たながん施策や全国の動

向情報をもつ拠点としての役割も期待されており

（H29-がん対策-一般-005）、このような一定の機能

を中心に据えた相談員の教育・研修を情報環境の整

備（情報DB等）と併せて充実させることが必要であ



る。  
本研究では、がん患者の個々のニーズに応じた質の

高い相談支援を提供するために、環境整備が不可欠

であることから、2つの観点から提言を行うことを目

的とした。 
 
１）迅速な情報作成と活用につなげるため、全国の

がん相談支援センター（以下、相談支援センター）に

おける相談内容の定期的・継続的な収集方法を確立

する。 
２）医療環境の変化に対応できる相談支援センタ

ーの地域や病院内のがん情報支援拠点としての機能

を充実させるがん専門相談員（以下、相談員）の教育・

研修プログラムを開発・評価し、継続的かつ効果的・

効率的に実施するために必要な体制を策定する。 
  
研究開始2年目にあたる2021年度は、昨年度からの

検討に引き続き、目的1）の相談内容の定期的・継続

的な収集方法の確立に向けた検討では、（1）相談支

援内容の分析と分類のプログラム開発、（2）相談支

援内容の分析と分類のがん相談対応施設での検証を

行った。また目的2）の教育・研修プログラムの開発・

評価および実施に必要な体制や方策の検討について

は、「情報支援研修」の地域展開に向けた検討として

（1）研修プログラムの開発、（2）チーフファシリテ

ーターの役割、（3）研修実施を支える基盤整備、（4）
研修受講者の研修効果と研修運営フィージビリティ

に関する検討を行った。さらに、がん情報支援拠点の

役割として、がん相談の課題として長年求められて

いる（5）診断されて間もない人への情報提供資材の

評価と活用に関する研究を行った。 
 
B．研究方法 
目的1）相談内容の定期的・継続的な収集方法の確立

に向けた検討 
（1）相談支援内容の分析と分類のプログラム開発 

がん相談支援で過去に対応した相談記録情報を利

用したテキストマイニング技術による疾患別やカテ

ゴリー別の傾向を分析し可視化する為、2020 年度に

開発した、自由記載で書かれた相談内容や対応内容

から単語を集計し相談内容と対応内容に含まれる単

語間の繋がりを可視化するプロトタイプについて、

2021 年度はこのプロトタイプを改良し検討を行っ

た。単語の出現頻度によるビジュアル化と過去の相

談内容から類似度の高い順に類似相談内容を抽出す

る機能を実現した。更にプロトタイプシステムを

Webアプリケーションとしてブラウザのみで動くよ

う改良し、がん相談支援を行っている施設での実証

試験を開始した。 
 
（2）相談支援内容の分析と分類のがん相談対応施設

での検証 
前述の相談内容の可視化プログラムの実証試験を

行うため、相談支援センターで蓄積されたデータに

ついて、テキストマイニングによる相談支援内容の

解析を行った。まず、2020 年度のがん相談記録から、

解析対象となる症例 100 例を抽出し、個人情報等を

除外、匿名化し、CSV ファイルを作成した。 
 
目的2）の教育・研修プログラムの開発・評価および

実施に必要な体制や方策の検討 
「情報支援研修」の地域展開に向けた検討として、

以下の4点から検討を行った。 
 
（1）研修プログラムの開発 
「情報支援研修」の地域展開に向けた検討を行う

にあたり、2020 年 11 月から地域版研修の作成を行

い、2021 年 8 月 31 日（火）、10 月 9 日（土）に複

数県（栃木、和歌山、四国 4 県）合同でオンライン

にて研修を実施した。この研修の資料として作成し

た学習教材と、研修作成と試行に関する会議の議事

録を分析し、地域版研修の作成における変更点やポ

イント、留意点についてまとめた。 
 
（2）チーフファシリテーターの役割 
チーフファシリテーターを今後育成していくにあ

たり、どのようなことを知識や経験として身につけ

る必要があるか、実際の研修運営に関わるときの準

備、対応についてその際の意図や教育行動における

構成要素を抽出した。 
 
（3）研修実施を支える基盤整備 

新たな研修プログラムを迅速かつ効率的に地域に

普及させる上で必要となる体制について検証するこ

とを目的として、国立がん研究センターにて開催さ

れてきた「情報支援の研修」を、普及を急ぐべき研

修プログラムの一例として位置づけ、同研修の地域

開催にかかる一連の対応（事前準備・研修当日運営・

事後対応）を実際に研修運営に携わった地域の相談

員の事後評価のヒアリングから検証した。 
 
（4）研修受講者の研修効果と研修運営フィージビリ

ティに関する検討 



相談員が信頼できる情報をもとにした適切な情報

支援に必要なスキルを獲得するための研修プログラ

ムの効果を確認することを目的として、受講者に対

する研修効果とフィージビリティを検討するために

関係者へのインタビュー調査を実施した。受講者に

対する研修効果については、Kirkpatrick のモデルを

参考に、研修の効果を満足度、知識、行動の 3 側面

による評価項目を設定し、計 5 回（T1：事前、T2：
1 日目研修当日、T3：2 日目研修前、T4：2 日目研

修当日、T5：研修終了 3 か月後）のアンケートによ

り測定した。フィージビリティに関するインタビュ

ー調査については、地域展開版のトライアルのプロ

セスと今後の展開について、運営に携わった 9 名に

フォーカスグループインタビューを実施した。 
 
（5）診断されて間もない人への情報提供資材の評価

と活用に関する研究 
 がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された資材である冊子を、適切な時期に対象

となるがん患者とその家族へ届けるため、冊子の利

用意向や冊子の具体的な活用方法と今後の課題等に

ついて、がん診療に携わる医師とがん相談支援セン

ターのがん専門相談員の視点を通じた検討を開始し

た。検討は、医師と相談員を対象とした調査の 2 つ

を企画した。なお相談員を対象とした調査では、施

設としての資材の普及方法について好事例を収集す

ること、その効果を検証することを目的とした。 
 
C．研究結果 
1）相談内容の定期的・継続的な収集方法の確立に向

けた検討 
（1）相談支援内容の分析と分類のプログラム開発 
がん相談支援で過去に対応した相談記録情報につ

いて、がん相談内容と対応内容に関するサンプルデ

ータを元に頻出語を頻度に比例する大きさで文字を

並べた WordCloud によるビジュアル化と単語の出

現回数を可視化した。また単語を数値ベクトルに変

換し意味を把握する自然言語処理の手法である

Word2Vec を用い、過去の相談内容から類似度の高

い順に類似相談内容を抽出する機能を実現した。ま

た Web アプリケーションとしてブラウザのみで動

くように改良を行い、がん相談支援の実施施設での

実証試験を開始した。 
 
（2）相談支援内容の分析と分類のがん相談対応施設

での検証 

開発された解析ソフトを自施設のPCにインスト

ールし、必要な動作環境を確認した。その上で、準備

した模擬症例10例を用いて、解析ソフトの運用、症の

解析方法の確認を行った。 
 
2）の教育・研修プログラムの開発・評価および実施

に必要な体制や方策の検討 
（1）研修プログラムの開発 
「情報支援研修」の地域展開に向けた検討を行うに

あたり、2020年11月から地域版研修の作成を行い、

2021 年 8 月 31 日（火）、10 月 9 日（土）に複数県

（栃木、和歌山、四国 4 県）合同でオンラインにて

研修を実施した。この研修の資料として作成した学

習教材と、研修作成と試行に関する会議の議事録を

分析し、地域版研修の作成における変更点やポイン

ト、留意点についてまとめた。 
 
（2）チーフファシリテーターの役割 
チーフファシリテーターを今後育成していくにあた

り、どのようなことを知識や経験として身につける

必要があるか、実際の研修運営に関わるときの準備、

対応についてその際の意図や教育行動における構成

要素を抽出した。 
 
（3）研修実施を支える基盤整備 
新たな研修プログラムを迅速かつ効率的に地域に普

及させる上で必要となる体制について検証すること

を目的として、国立がん研究センターにて開催され

てきた「情報支援の研修」を、普及を急ぐべき研修プ

ログラムの一例として位置づけ、同研修の地域開催

にかかる一連の対応（事前準備・研修当日運営・事後

対応）を実際に研修運営に携わった地域の相談員の

事後評価のヒアリングから検証した。 
 
（4）研修受講者の研修効果と研修運営フィージビリ

ティに関する検討 
相談員が信頼できる情報をもとにした適切な情報支

援に必要なスキルを獲得するための研修プログラム

の効果を確認することを目的として、受講者に対す

る研修効果とフィージビリティを検討するために関

係者へのインタビュー調査を実施した。受講者に対

する研修効果については、Kirkpatrickのモデルを参

考に、研修の効果を満足度、知識、行動の3側面によ

る評価項目を設定し、計5回（T1：事前、T2：1日目

研修当日、T3：2日目研修前、T4：2日目研修当日、

T5：研修終了3か月後）のアンケートにより測定した。

フィージビリティに関するインタビュー調査につい



ては、地域展開版のトライアルのプロセスと今後の

展開について、運営に携わった9名にフォーカスグル

ープインタビューを実施した。 
 
（5）診断されて間もない人への情報提供資材の評価

と活用に関する研究 
協力の得られた医師を対象とした説明会の実施と

利用意向に関するアンケートでは、相談支援センタ

ーに対する利用意向は概ね高く、冊子を手渡すこと

で医師・患者間の関係性や患者からの信頼度も大き

くなると評価された。相談員を対象とした調査につ

いて、本研究班分担研究者所属施設において、診断さ

れて間もない人への情報提供資材の活用に向けた検

討について、医師や病院管理者、がん相談担当部署責

任者の立場から各施設における情報の普及方法の検

討を行った。 
冊子が新規に作成された経緯や冊子の利用方法な

どについて、施設内の医師等への認識のさせ方・方法

や院内での冊子の普及・活用に関して組織的な取り

組みについて検討した。また合わせて既に相談セン

ターが作成しているパンフレット等についても配布

を促進する仕組みも検討し、患者やその家族の世代

に合った情報の提供に繋げられるよう施設内での普

及案を検討した。 
 
D．考察 
1）相談内容の定期的・継続的な収集方法の確立に向

けた検討 
（1）相談支援内容の分析と分類のプログラム開発 
これまでがん相談に関しては、過去の相談データ

を解析するなどのデータ利活用はあまり進んでいな

かった。今回作成したWordCloudによるビジュアル

化と形態素解析による分かち書きによる単語集計に

より傾向を分析し可視化することで相談内容の重要

なキーワードを直観的に把握することができ、経時

的にトレンドを追う事で自施設の相談支援業務に活

かす事が可能になると考えられた。また、Word2vec
による類似文章検索で、類似の相談内容に対する過

去の対応を把握する事も出来る。相談内容と対応内

容を分類することで、FAQの作成支援につなげるこ

とができる事が示唆された。次年度は実証試験の結

果を分析し、他施設を含めた情報共有の仕組みへの

活用を検討していく予定である。 
 
（2）相談支援内容の分析と分類のがん相談対応施設

での検証 

解析ソフトを用いて、模擬症例で演習を行ったと

ころ、十分運用可能であることが確認できた。現在自

験例100例について準備しており、相談内容の可視化

と可視化による相談支援の現場への活用について検

討していく予定である。 
 
2）の教育・研修プログラムの開発・評価および実施

に必要な体制や方策の検討 
（1）研修プログラムの開発 
2016年から行っている情報支援のNCC版研修を基

に、今回地域版研修を作成し試行した。研修の構成や

内容に大幅な変更を加えることなく、目的や講義、演

習などをシンプルにし洗練させることで、地域での

実施は可能であった。特に演習のプログラムを構造

化し、意見を出しやすい問いの設定にするなど、受講

者の特徴に合わせたプログラムの作成が重要であっ

た。また今回、離れた複数の地域がオンラインでつな

がる研修プログラムを作成し試行したが、コロナ禍

でオンライン研修が増加していることもあり、研修

運営担当者や受講生もスムーズに研修を進めること

ができた。一方、地域版研修は講義や演習時間がNCC
版研修よりも短く受講者の層が幅広いため、研修の

目的をNCC、各県研修担当者、ファシリテーター等

の協力者で事前にすり合わせを行っておく必要性が

示唆された。 
 
（2）チーフファシリテーターの役割 
がん専門相談員の継続研修におけるチーフファシリ

テーターには、グループの構造的理解と集団力動に

ついての詳しい知識が必須であり、またその教育行

動の意図を明確にした講義展開とグループワークと

の相乗的効果を狙った能力養成の段階的把握が、教

育効果を高めている可能性がある。一方で、ファシリ

テーター育成方法には課題が残った。 
 
（3）研修実施を支える基盤整備 
地域開催を視野に入れた研修プログラムを開発する

際は、受講者層が幅広くなりやすいことを想定して

平易・シンプルな研修目的・内容とすること、運営者

（ファシリテーター）向けのサポートを充実させる

ことなどが重要であることが示された。また、研修開

催にかかる一連の対応において、事務作業の占める

割合は非常に大きいため、特に地域での研修企画運

営の中心を担う都道府県がん診療連携拠点病院にお

いては、事務局機能の強化が必須であると考えられ

た。 
 



（4）研修受講者の研修効果と研修運営フィージビリ

ティに関する検討 
受講者に対する研修効果の検討では、3つのモジュ

ールで構成された情報支援研修プログラムは、研修

効果の満足度、知識、行動の観点から有用であると評

価された。 
フィージビリティに関する運営関係者へのインタ

ビュー調査では、情報支援研修の地域展開トライア

ルのプロセスと今後の展開についての課題がそれぞ

れの立場から明らかにされた。立場や経験している

事柄の違いから、課題については立場によって異な

る意見もあったが、地域展開のプログラムとしては

今回作成されたものを活用していくことについて異

論はなく、地域展開に向けた次フェーズへ展開でき

ると考えられた。 
 
（5）診断されて間もない人への情報提供資材の評価

と活用に関する研究 
適切な時期に情報を必要とする患者や家族へ届け

るためには、医師・看護師等への説明会の継続的な開

催は必須である。しかし、冊子を手渡せば済むという

認識では不十分である。冊子の手渡し機会の増加に

とどまらず、本冊子は、医師にとって説明が必要な項

目の理解を高める。それらの説明に十分な時間が割

きにくい医師にとっても、平易な言葉で示される情

報は、情報提供資材として役に立つ（負担感の軽減）

という認識を持つことができる利用価値を認めた医

師による、周辺の医師への利用促進がなされる。とい

った点からの効果も期待されると考えられた。 
 
E．結論 
目的1）では、がん相談内容と対応内容の頻出語の

可視化について実臨床での検討に進めることができ

た。実臨床場面で、実際にどのように活用することが

できるかについて次年度にさらに検討を進める予定

である。目的2）では、地域展開版の「情報支援研修」

は、効果や運営フィージビリティの点からも、実展開

へ移行できると考えられた。実展開への移行後の研

修効果や運営面での課題について引き続き評価する

ことでより確実な研修プログラムにしていくことが

可能であると考えられる。一方で十分な検討ができ

なかったファシリテーターの教育や養成については、

引き続き検討が必要である。また適時の患者への情

報資材の活用に関する検討では、情報相談支援セン

ターの地域や病院内での情報支援拠点としての機能

をどのように発揮しうるかの検討でもあり、次年度

に検証を行う予定である。 
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研究要旨 

がん相談支援で過去に対応した相談記録情報を利用したテキストマイニング技術による

疾患別やカテゴリー別の傾向を分析し可視化する為、2020年度は自由記載で書かれた相談

内容や対応内容から単語を集計し相談内容と対応内容に含まれる単語間の繋がりを可視化

するプロトタイプを開発した。2021年度はプロトタイプを改良し、単語の出現頻度による

ビジュアル化を行い、単語を数値ベクトルに変換してその意味を把握する自然言語処理の

手法であるWord2Vecを用い、過去の相談内容から類似度の高い順に類似相談内容を抽出す

る機能を実現した。更にプロトタイプシステムをWebアプリケーションとしてブラウザのみ

で動くように改良を行い、がん相談支援を行っている施設での実証試験を開始した。 

 

A． 研究目的 

現在、全国のがん相談支援センターでは、一定の

基準を満たした上で治療の内容や設備、がんに関す

る情報提供などを行っており、がん相談支援におけ

る相談内容をデータとして管理している。しかし、

蓄積されたデータの利活用や相談員間の知識共有

は十分に出来ていないのが現状である。将来の相談

内容の更なる多様化に備えるためには、蓄積された

相談情報を活用し、FAQの作成や相談員間の情報交

換など他施設を含めた相談員のノウハウを共有す

る仕組みを作り、相談員による経験や知識に起因す

る対応の差を埋めることにより、一定水準以上の相

談対応が行えるような相談対応支援の仕組みの構

築が必要であると考えられる。仕組みの構築に向け

て、がん相談支援で過去に対応した相談記録情報を

利用し、テキストマイニング技術により疾患別やカ

テゴリー別の傾向を分析し可視化する。さらに、現

状の相談内容や個々の相談員の対応の傾向を把握

した上で、相談内容と対応内容を分類することで、

FAQの作成支援や他施設を含めた情報共有の仕組

みを検討し、自施設の相談支援業務に活かすことを

目的とする。昨年度作成したプロトタイプシステム

に改良を加え、実証試験にてシステムの検証を行う。 

 

B．研究方法 

全国の「がん相談支援センター」の相談支援内容

は施設により、がん相談支援センター「相談のため

の基本形式」(https://ganjoho.jp/med_pro/consulta

tion/support/registration_sheet.html)の形式を基

として、相談記録の要旨が電子カルテシステムまた

はExcelのシート、FileMakerなどの独自開発シス

テムなどに相談員が入力したデータとして記録さ

れている。この記録を収集し、計量テキスト分析と

テキストマイニングにより分析および可視化、内容

による分類を行う。2020年度は10件の相談記録「形

態素解析による分かち書きで単語を集計」「係り受

け解析」「共起ネットワークでビジュアル化」の3

種のプロトタイプをプログラミング言語Pythonに

より作成した。2021年度はプロトタイプに改良を

加え、単語の出現頻度によるビジュアル化（Word 

Cloud）を行い、単語を数値ベクトルに変換してそ

の意味を把握する自然言語処理の手法であるWord

2Vecを用い、過去の相談内容から類似度の高い順

に類似相談内容を抽出する機能を実現した。更にプ

ロトタイプシステムをWebアプリケーションとし

てブラウザのみで動くように改良を行い、がん相談

支援を行っている施設での実証試験を開始した。 

 

（倫理面への配慮） 

プロトタイプ開発の段階ではデータは全て実デ

ータと異なるサンプルデータを用いた。実証試験で

は実証試験施設である群馬大学医学部附属病院の

倫理審査委員会の承認（テキストマイニングによる

がん相談支援内容の分析と分類に関する研究）を経

て、倫理規定等を遵守しながら進めている。 

 

C． 研究結果 

1. WordCloudによるビジュアル化と形態素解

析による分かち書きで単語を集計 

がん相談内容と対応内容に関するサンプルデー



タを元に頻出語を頻度に比例する大きさで文字

を並べたWordCloudによるビジュアル化と単語

の出現回数を可視化した。可視化の例を以下に示

す。 

 

1-1 がん相談内容のビジュアル化 

 

 

1-2 がん相談内容の分かち書きによる単語集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-3 がん相談内容に対する対応のビジュアル化 

1-4 がん相談内容に対する対応の分かち書きによ

る単語集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. Word2vecによる類似文章検索 

単語を数値ベクトルに変換し意味を把握する自

然言語処理の手法であるWord2Vecを用い、過去

の相談内容から類似度の高い順に類似相談内容

を抽出する機能を実現した。サンプルデータに

よる抽出結果を以下に示す。 



3. プロトタイプのWebアプリケーション化と

実証試験の開始 

Webアプリケーションとしてブラウザのみで

動くように改良を行い、がん相談支援を行って

いる施設での実証試験を開始した。手順及び画

面遷移を以下に示す。 

 

1. ブラウザの起動と分析情報の入力 

 

2. 解析の実行 

 

 

 

 

 

 

 

D．考察 

 これまでがん相談に関しては、過去の相談データ

を解析するなどのデータ利活用はあまり進んでい

なかった。今回作成したWordCloudによるビジュ

アル化と形態素解析による分かち書きによる単語

集計により傾向を分析し可視化することで相談内

容の重要なキーワードを直観的に把握することが

でき、経時的にトレンドを追う事で自施設の相談支

援業務に活かす事が可能になると考える。また、W

ord2vecによる類似文章検索では、相談内容の文章

を入力する事で、過去の相談から類似度の高い順に 

内容を一覧で抽出する事が出来、キーワードのハイ

ライトを合わせる事で、類似の相談内容に対してど

のような対応を行ったのかを把握する事も出来る

ので、相談内容と対応内容を分類することで、FAQ

の作成支援につなげることができる事が示唆され

た。次年度は実証試験の結果を分析し、他施設を含

めた情報共有の仕組みへの活用を検討していく予

定である。 

 

E．結論 

2021 年度はプロトタイプを改良し、単語の出現

頻度によるビジュアル化を行い、単語を数値ベク

トルに変換してその意味を把握する自然言語処理

の手法である Word2Vec を用い、過去の相談内容

から類似度の高い順に類似相談内容を抽出する機

能を実現した。更にプロトタイプシステムを Web

アプリケーションとしてブラウザのみで動くよう

に改良を行い、がん相談支援を行っている施設で

の実証試験を開始した。今後は実際のがん相談支

援記録を用いてテキストマイニングを行う事で、

相談内容および対応内容の分類や FAQ の作成支

援へと発展させていく予定である。 

 

 

 



F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1．論文発表 

なし 

 

2．学会発表 

なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

がん患者の個々のニーズに応じた質の高い相談支援の体制整備のあり方に関する研究 

 

研究分担者 塚本 憲史 群馬大学医学部附属病院 (腫瘍センター長/診療教授) 

研究協力者 角田 明美 群馬大学医学部附属病院 緩和ケアセンター（看護師長/がん看護専門看護師） 

研究協力者 渡辺 恵  群馬大学医学部附属病院 がん相談支援センター(がん看護専門看護師) 

 

研究要旨 

がん相談支援センターでの相談支援内容を解析し、蓄積されたデータを利活用するため

に、テキストマイニングによる相談支援内容の解析を行った。まず、2020年度のがん相談

記録から、解析対象となる症例100例を抽出し、個人情報等を除外、匿名化し、CSVファ

イルを作成した。共同研究者である東京医科歯科大学医学部附属病院の内村祐之先生が開

発した解析ソフトをインストール後、模擬症例10例を用いて、動作環境の確認、解析方法

の確認を行った。現在自験例100例で検討を加えている。 

 

A． 研究目的 

 がん相談支援センターでの相談支援内容を解析

し、蓄積されたデータを利活用するために、相談記

録情報を利用し、テキストマイニング技術により疾

患別、カテゴリー別の傾向を分析し、頻度の高い相

談内容相談内容と対応内容を分類することで、FA

Qの作成、他施設を含めた情報共有の仕組みを検討

し、自施設の相談支援業務に活かす。 

 

B． 研究方法 

2020年、2021年に自施設で行われた相談支援内

容から分析用CSVデータを作成する。CSVデータを

取り込み、計量的分析手法を用いてテキスト型デー

タを整理または分析し、内容分析を行い、相談内容

の傾向を把握する。計量的分析手法は文章を分かち

書きし、出現する単語などを集計し更に文章内での

単語の共起関係の集計値（Jaccard 係数など）をも

とに単語間の関係を多次元尺度構成法、階層的クラ

スター分析、共起ネットワークとして可視化する。 

 

（倫理面への配慮） 

患者のプライバシーに関わるもの、個人情報を含

むものを除外または匿名化した上で利用する。また、

診療内容に対する不満などの相談内容は解析対象

外とした。 

 

C．研究結果 

2020年度のがん相談記録から、解析対象となる

症例100例を抽出し、個人情報等を除外、匿名化し、

CSVファイルを作成した。共同研究者である東京医

科歯科大学医学部附属病院の内村祐之先生に来県

していただき、解析ソフトをインストールし、必要

な動作環境を確認した。その上で、準備した模擬症

例10例を用いて、解析ソフトの運用、症の解析方法

の確認を行った。 

 

D．考察 

 解析ソフトを用いて、模擬症例で演習を行ったと

ころ、十分運用可能であることがわかった。現在自

験例100例はすでに準備しており、検討可能と思わ

れた。 

 

E．結論 

 解析ソフトを用いてテキストマイニングによる

相談支援内容の解析を行うことは十分可能である。 

 

F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1. 論文発表 なし 

 

2．学会発表 なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 （予定を含む） 

 1．特許取得       なし 

 

 2．実用新案登録   なし 

 

 3．その他       なし



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

「情報から始まるがん相談支援（情報支援）」研修の地域展開に向けた検討 

～研修プログラムに関する検討～ 

 

研究分担者 近藤 まゆみ 北里大学病院（看護師長） 

 

研究要旨 

情報支援研修であるNCC版研修を参考に地域版研修を作成し試行した。その作成と試行

のプロセスを振り返り、地域版研修における変更点やポイント、留意点についてまとめた。 

地域版研修では、情報支援研修を選択的・段階的に進めることができるよう、研修の目的

を情報支援の考え方やヘルスリテラシーに触れることにおき、講義、演習をシンプルに構造

化するなど、受講者の状況に合わせたプログラムの作成を行った。また、地域での研修開催

の準備においては、各県のがん診療連携拠点病院や相談支援部会の巻き込み、ファシリテー

ターの確保や準備、運営担当やオンラインPC操作対応（ホスト）の準備が必要であった。 

今後は、地域版研修受講者の職種役割やがん相談支援センターの役割に対する自施設の

制約、研修へのモチベーションなど、受講者の特徴を考慮した研修の開催が必要である。 

 

A． 研究目的 

がん患者や家族にとって情報は病気や治療等を

理解し、その情報を活用して意思決定や問題解決に

取り組むために重要である。情報支援はがん相談支

援センターの重要な役割のひとつであり、がん専門

相談員には情報支援に関する力を高めることが求

められている。2016年より、国立がん研究センター

がん対策情報センター（以下NCC）を中心に、がん

相談支援における「情報支援研修：NCC版（以下N

CC版研修）」を推進してきたが、全国のがん専門相

談員に、広く早く効率的に研修を届けていくための

方略が必要とされている。今回、NCC版研修を参考

に、「情報支援研修：地域版（以下地域版研修）」

を作成し試行した。その作成と試行のプロセスを振

り返り、地域版研修の作成における変更点やポイン

ト、留意点についてまとめた。 

 

B．研究方法 

2020年11月から地域版研修の作成を行い、2021

年8月31日（火）、10月9日（土）に複数県（栃木、

和歌山、四国4県）合同でオンラインにて研修を実

施した。この研修の資料として作成した学習教材と、

研修作成と試行に関する会議の議事録を分析し、地

域版研修の作成における変更点やポイント、留意点

についてまとめた。 

 

（倫理面への配慮） 

本報告書を作成するにあたり、個人情報の取り扱

いに注意し、個人が特定されないよう配慮した。 

C．研究結果 

1 地域版研修の目的や特徴 

1） 地域版研修の目的 

2016 年から施行している NCC 版研修は、全国

のがん相談支援の均てん化と充実を図るために、

相談員が情報支援の重要性を理解し、情報支援に

必要な「5 つの力」を養うことを目指した研修であ

る。信頼できる医療情報および情報源を見極め、診

療ガイドライン等を活用して、相談者に合わせた

情報支援と意思決定を支援する力を高めることを

目的とした 2 日間のプログラムである。このプロ

グラムの目的、方法、講義、演習を基盤とし、全国

のがん専門相談員が情報支援の研修を受講できる

仕組みとして情報支援研修の地域版を作成した。 

地域版研修ではNCC版研修をモジュール化し、

今後、地域展開するうえで選択的・段階的に進める

ことができるようにした。また、地域版研修の受講

者には、診療ガイドラインを始めて使用する人や、

ヘルスリテラシーの概念に始めて触れる人がいる

ことを考慮し、地域版研修の目的は普段意識してい

ない領域を意識すること、今までと違った観点を学

ぶこと、情報支援における留意点に気付くこと、グ

ループワークで出てきた意見を共有することなど

を大切に、下記のように目的と学習目標を設定した。

また、評価のしやすさを考え行動レベルの目標とし

た。 

【目的】 

がん専門相談員の役割の中核（コア）となる「情

報支援」に必要な５つの力を学ぶ 



【学習目標】 

1. がん専門相談員の役割として、情報支援の観

点を学ぶ重要性を認める 

2. 信頼できる医療情報および情報源を見極め

るための視点を述べる 

3. がん情報サービスおよび患者向けガイドラ

インに記載された医療情報を理解する 

4. 組織内において情報を収集、整備することの

重要性を認める 

5. 相談者のヘルスリテラシーをアセスメント

する視点を説明する 

6. 相談者のヘルスリテラシー向上のために必

要な情報および支援を考案する 

7. 相談者が信念や価値観に基づき主体的に意

思決定するために必要な支援を見出す 

8. グループワークは積極的に参加し、メンバー

の意見も尊重する 

 

2）地域版研修の特徴 

学びは繰り返すことで身につくと言われている。

地域版研修は繰り返し受講できるようコンパクト

化し、離れた地域と合同開催できるようオンライン

化を視野に入れて作成した。また、繰り返し研修を

受けることで、診療ガイドラインの使用に慣れてい

ない人も活用に対する抵抗感が低くなり、質の高い

情報支援の実践につながることを狙った。 

将来的に地域版研修は地域のがん専門相談員が

中心になって運営することを目指している。プロ

グラム作成においては、どの地域で施行しても講

義や演習の質が担保されるような内容を心がけた。

また、運営者がグループワークと全体の進行に注

力できるように講義は事前収録とすること、演習

の模範回答案を作成しておくこと、運営に関する

事前打ち合わせも含めたプログラムとすることな

ど、今後の地域展開のしやすさも考えたプログラ

ムを目指した。 

 

3） 地域版研修の受講者の特徴と要件について 

これまでのがん相談関連の研修の実績から、NC

C版研修は研修に対するモチベーションやレディ

ネスが高い受講者が多いが、地域版研修の受講対象

者はがん相談の経験が浅く、がん相談件数が少ない

こと、施設内のがん専門相談員の総数が少なく、特

に平日は研修に参加しにくいことなどが推察され

た。そのため地域版研修の作成においては、受講の

しやすさや受講者の特徴に合わせた研修の組み立

てが重要であった。 

がん専門相談員対象の研修には基礎研修(1)～(3)

や QA 研修などがあり、ベーシック研修として位

置づけられている。一方、情報支援研修はアドバン

ス研修であるが、地域版研修は全国的に情報支援

を普及していくことを優先し、受講要件を出来る

限り緩和し、研修受講希望者を多く受け入れるこ

とが望ましいと考えた。よって、多くの人が受講で

きるよう、受講要件を「基礎研修(3)と QA 研修を

受けていることが望ましい」と設定した。また、今

回は対象を国・県拠点病院としたが、一部非拠点病

院から手上げもあり対象に含めた。 

 

2 地域版研修プログラムと学習素材の作成 

1） 地域版研修の開催方法 

NCC版研修の1日目は「信頼できる情報の見極め」

と「診療ガイドラインの活用」を、2日目は「相談

者に合わせた情報支援と意思決定支援」を、それぞ

れ5.5時間、2日連続で行われている。これをもとに、

地域版研修は「モジュール1：信頼できる情報の見

極め」、「モジュール2：診療ガイドラインの活用」

を4時間、半日で開催し、「モジュール3：相談者に

合わせた情報支援と意思決定支援」を4.5時間、半日

の開催としてプログラムを作成した。研修総時間が

短縮となり、研修前の事前学習量が多くなったため、

１日目（モジュール1・2）と2日目（モジュール3）

の間を1か月ほど開けた。また、参加しやすいよう

2日目は土曜日の開催とした。 

グループワークは違う県の受講者が集えるよう

に組み、福祉職、看護職、心理職がバランスよく参

加できるようにした。また、受講者が十分に発言で

き、当日欠席者が出る可能性も考慮して、ひとグル

ープのメンバーは6名とした。 

効果的なグループワークのためにファシリテー

ターを配置し、積極的に参加できるように受講者に

はタイムキーパー役やグループサポート役などの

役割を依頼した。ファシリテーターマニュアルを作

成し、研修前に事前打ち合わせを行った。 

 

2）モジュール1～3の作成 

NCC版研修の素材をもとに地域版研修のモジュ

ールを作成した。変更の要点は以下の通りである。 

(1)モジュール１：信頼できる情報の見極め 

従来のHONコードを元に、事前課題（演習）

内容を簡単なものにし、見極めチェックリスト

を新たに作成した。 



(2)モジュール2：診療ガイドラインの活用 

NCC 版研修は、患者向けと医師向けの診療

ガイドラインを取り扱うこととしたが、地域版

研修は、患者向け診療ガイドラインとがん情報

サービスを取り扱うこととした。また、事前課

題として E ラーニング「診療ガイドライン」

「活用例」の視聴、および、がん情報サービス

と患者向け診療ガイドラインを参照した課題

への取り組みに変更した。 

(3)モジュール3：相談者に合わせた情報支援と意思

決定支援 

NCC版研修で行っていた相談対応評価表を

用いたグループワークを削除し、対象アセスメ

ントと対応に関するグループワークを中心に

構成した。グループワークの問いをシンプルに

し時間も短縮化したため、全体共有で学習を深

めるようにした。 

 

2） 事例の作成 

NCC版研修の事例は、膵臓がんステージⅣを告

知されたばかりで、病状が深刻であり心理、社会的

支援が優先される状況であった。しかし、事例音声

は対象理解につながる情報が不足しており、相談者

のヘルスリテラシーをアセスメントすることが難

しい事例であった。 

地域版研修では、5大がんのひとつである肺がん

患者の電話相談事例を取り上げ、対象アセスメント

につながる内容を組み込んだシナリオを作成して

音声録音を行った。シナリオは2部制にし、前半で

は相談内容や対象理解を深めること、後半は相談対

応の好例を提示することで、学習効果を高めること

とした。 

 

3 地域展開する上で必要な準備 

地域版研修は地域のがん専門相談員が中心にな

って運営することを目指している。そのために必要

な準備として以下のことに取り組んだ。 

1） 各県のがん診療連携拠点病院や相談支援部会

の巻き込み 

地域版研修を試行する上で、まずは地域のがん診

療連携拠点病院や相談支援部会の人々に賛同を得

ることが必要であった。和歌山県では都道府県拠点

病院の担当者へ相談してワーキンググループを立

ち上げ、研究および研修の概要や開催の経緯、受講

条件、ファシリテーター選出などについて説明し理

解を得た。栃木県では県の研修を担当しているメン

バーを中心に活動し推進した。四国では本研修を4

県合同で行っている研修のそれに充てた。 

県のがん専門相談員からは、中央の試作的な研修

に参加することは、研修の企画から取り組む労力が

なく参加しやすいという意見があった、一方、研修

運営やファシリテーターを担う人はNCC版研修の

受講経験がない人がほとんどであり、不安の声も聞

かれた。また、病院によっては診療ガイドラインが

設置されていないところがあり、診療ガイドライン

の活用経験がない人も少なくない状況であった。そ

のため、この研修への参加を機会に、施設の情報環

境の整備に取り組んでもらうことをモチベーショ

ンのひとつとした。 

 

2） ファシリテーターの確保や準備 

地域版研修ではグループワークのファシリテー

ターを地域のがん専門相談員が担当した。基礎研修

(3)とQA研修の受講経験があるが、NCC版研修を受

けた経験がない人がほとんどであったため、ファシ

リテーターマニュアルを作成し質の担保に努めた。

また、ファシリテーターの役割をとる上で出てくる

疑問を解消し不安を軽減することを目的に、1日目、

2日目の研修前に2～3時間の打ち合わせとグループ

ワーク体験を行った。 

 

3）運営やオンラインZoom対応（ホスト） 

研修を行う上で運営担当者は必須であり、特にオ

ンライン研修ではPC操作を担うホストが必要とな

る。今回の地域版研修では、当日のホストをNCCが

行い、事前事後の名簿管理、終了証書送付は県が担

当し運営した。 

 

D．考察 

2016年から行っている情報支援のNCC版研修を

基に、今回地域版研修を作成し試行した。研修の構

成や内容に大幅な変更を加えることなく、目的や講

義、演習などをシンプルにし洗練させることで、実

施することは可能であった。特に演習のプログラム

を構造化し、意見を出しやすい問いの設定にするな

ど、受講者の特徴に合わせたプログラムの作成が重

要であった。また今回、離れた複数の地域がオンラ

インでつながる研修プログラムを作成し試行した

が、コロナ禍でオンライン研修が増加していること

もあり、研修運営担当者や受講生もスムーズに研修

を進めることができた。一方、地域版研修は講義や

演習時間がNCC版研修よりも短く受講者の層が幅



広いため、研修の目的をNCC、各県研修担当者、フ

ァシリテーター等の協力者で事前にすり合わせを

行っておく必要性が示唆された。 

地域版研修は、地域のがん専門相談員が主体とな

って実施することを想定して作成したが、あまり触

れたことがない知識や考え方を扱う研修の運営担

当者やファシリテーター担当者の不安は大きいと、

容易に推察することができる。この不安は研修開催

を躊躇する思いにも影響するだろう。この壁を乗り

越え、全国のがん専門相談員に広く早く効率的に地

域版研修を届けていくためには、情報支援研修がが

ん専門相談員にとって必要な研修であることを周

知することや、このような信念を持つがん専門相談

員を増やしていくことが求められる。NCC版研修

を継続し地域で推進する人を増やす意味はここに

もあるのではないかと思う。また、慣れない研修だ

からこそ、構造化され作りこまれたプログラムであ

ることが重要であり、多くの地域で研修が推進され

る内容とすることが大切である。今後もブラッシュ

アップを重ねていくことが必要であろう。 

情報支援はがん相談において重要な支援である

が、その必要性は全国のがん専門相談員に共通理

解されている状況とは言えない。これまでの NCC

版研修の受講者は、学習へのモチベーションを持

ち自らの意思で参加した人が多いと考えられるが、

今回の地域版研修では提供される学習の機会に参

加するという状況であったため、情報支援に対す

る認識の相違が顕在化した。実際に今回の地域版

研修では、診療ガイドラインの活用も含めヘルス

リテラシーを意識した実践を行っている受講者が

いる一方で、そもそも医療情報をがん専門相談員

が取り扱うことが「よくない/しない」という自施

設や所属部署の考え方、個人の価値観を持ってい

る受講者もいた。双方の思いやそれぞれの経験に

配慮しながら学習を深める必要があるが、これは

がん相談における情報支援の根幹にかかわること

でもあり、議論を重ねる必要があるだろう。がん専

門相談員の基礎となるがん相談業務以外の職種役

割や受講者の教育背景、ヘルスリテラシーの捉え

方、自施設で認識されているがん相談支援センタ

ーの役割に対する制約、研修へのモチベーション

などがん相談の現場は非常に多様であり、これら

の点を考慮しながら、地域版研修を展開すること

が重要であろう。

E．結論 

情報支援研修であるNCC版研修を参考に、地域

版研修を作成し試行した。 

多くの地域で研修が推進される内容となるよう、

今後もブラッシュアップを重ねていくことが必要

である。また、受講者の特徴を考慮した研修の開催

が必要である。 

F．健康危険情報 

  特になし 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1．論文発表

なし

2．学会発表 

なし 

H.知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1．特許取得

なし

2．実用新案登録 

なし 

3．その他 

なし



















































厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 
「情報から始まるがん相談支援（情報支援）」研修の地域展開に向けた検討 

～チーフファシリテーターの役割～ 

 

研究分担者 品田 雄市 東京医科大学八王子医療センター（医療福祉相談係長） 

 

研究要旨 

チーフファシリテーターを今後育成していくにあたり、どのようなことを知識や経験と

して身につける必要があるか、実際の研修運営に関わるときの準備、対応についてその際

の意図や教育行動における構成要素を抽出した。チーフファシリテーターには、グループ

の構造的理解と集団力動についての詳しい知識が必須であり、またその教育行動の意図を

明確にした講義展開とグループワークとの相乗的効果を企図した能力養成の段階的把握

が、教育効果を高めている可能性がある。 

 

A． 研究目的 

がん患者の個々のニーズに応じた情報支援の在

り方について、がん専門相談員の継続研修としての

意味合いを踏まえた資質の維持向上を目指した研

修における企画運営、研修枠組み、教育方法、など

に関する独自性と課題を明らかにする 

 

B．研究方法 

 情報支援研修を今後地域展開していくにあたり、

特にチーフファシリテーターとしての役割・機能に

焦点をあて、研修企画から実施、評価に至る過程を

通じて、ファシリテーションの構成要素を明らかに

し、そのファシリテーターとしての働きを、先行研

究から実際の教育行動を理論的に検討し、受講者の

理解促進や深達度を深めることに資する教育的意

義の可能性を探索する。 

 

（倫理面への配慮） 

 研修にかかわるすべての人と実施過程における

力動に配慮し、苦痛や違和感などを表出しやすい環

境づくりとともに、本研修に参加された協力者（受

講者）が十分に参画できるよう努めた。 

 

C．研究結果 

 がん専門相談員に対する情報支援研修の企画、運

営会議経過、実施、評価の過程とチーフファシリテ

ーターの教育行動における役割・機能をグループワ

ークやスーパービジョンにおける能力養成の段階

などの先行研究と照らして分析検討した。 

 

D．考察 

 チーフファシリテーターの教育行動における役

割・機能を、その意図やグループワークの展開にお

ける具体的な進行のポイントについての観察とと

もに、理論的検討を行なった。チーフファシリテー

ターは、研修受講者全体の集団力動を活発にするた

めにグループワーク理論における４つの次元（コミ

ュニケーションと相互交流パターン、凝集性、社会

的な規範・役割・地位、集団文化）に基づく実践原

則の特性を踏まえ、研修受講者の能力養成を５つの

段階（観察、理解、分析と評価、応用、理論化）か

ら習熟度を把握するよう努めていた、と考えられる。 

 

E．結論 

 がん専門相談員の継続研修におけるチーフファ

シリテーターには、グループの構造的理解と集団力

動についての詳しい知識が必須であり、またその教

育行動の意図を明確にした講義展開とグループワ

ークとの相乗的効果を狙った能力養成の段階的把

握が、教育効果を高めている可能性がある。一方で、

ファシリテーター育成方法には課題が残った。 

 

F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1．論文発表 2．学会発表  

なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

1．特許取得 2．実用新案登録 3．その他  

なし 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

「情報から始まるがん相談支援（情報支援研修）」研修の地域展開に向けた検討 
～研修実施を支える基盤整備の観点からの検討～ 

 

 

研究協力者 小郷 祐子  国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（研修専門員） 

研究代表者 髙山 智子  国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（部長） 

研究分担者 品田 雄市  東京医科大学八王子医療センター（医療福祉相談係長） 

研究協力者 三木 晃子  香川大学医学部附属病院 がん相談支援センター（がん看護専門看護師） 

研究協力者 岸田 さな江 獨協医科大学病院 地域連携・患者サポートセンター入退院サポート部門 

退院サポート室がん相談支援センター（看護師長・がん看護専門看護師） 

研究協力者 腰田 典也  公立那賀病院 がん相談支援センター（社会福祉科科長補佐） 

研究協力者 櫻井 雅代  国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（看護師） 

研究協力者 志賀 久美子 国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（看護師） 

研究協力者 堀拔 文香  国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（研究員） 

研究協力者 齋藤 弓子  国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（特任研究員） 

研究分担者 清水 奈緒美  湘南医療大学 保健医療学部看護学科（准教授） 

研究分担者 八巻 知香子  国立がん研究センターがん対策研究所 がん情報提供部（室長） 

 
 

研究要旨 
がん医療の進歩等に伴い、がん相談支援センターの相談員が新たな知識・情報・スキルを継続的

に学ぶことのできる環境を作っていくことが、これまで以上に重要となっている。 
本研究では、新たな研修プログラムを迅速かつ効率的に地域に普及させる上で必要となる体制につ

いて検証することを目的とした。 
国立がん研究センター（以下、「NCC」とする）にて開催されてきた「情報から始まるがん相談支

援」研修（以下、「情報支援研修」とする）を、普及を急ぐべき研修プログラムの一例として位置づ

け、同研修の地域開催にかかる一連の対応（事前準備・研修当日運営・事後対応）を地域の相談員の

協力を得て検証した。 
研修開催にかかる一連の対応を経て、地域開催研修の場合に特に考慮したほうが良い点（研修開催

日程として休日を求める声が多い、一定の受講人数を集める観点から申込要件を緩く設定せざるを得

ない場合もある、その結果受講者層が幅広くなりがちである等）や、運営者（ファシリテーター）向

けサポートの重要性、事務的業務量の多さなどが確認された。 
 これを踏まえ、新たな研修プログラムを地域に普及させる上で必要となる体制（研修実施を支える

基盤）について、「研修プログラム開発」「地域研修の担い手の育成」「研修準備・開催を支える事

務局機能の強化」の観点から考察した。 
 地域開催を視野に入れた研修プログラムを開発する際は、受講者層が幅広くなりやすいことを想定

して平易・シンプルな研修目的・内容とすること、運営者（ファシリテーター）向けのサポートを充

実させることなどが重要である。また、研修開催にかかる一連の対応において、事務作業の占める割

合は非常に大きいため、特に地域での研修企画運営の中心を担う都道府県がん診療連携拠点病院にお

いては、事務局機能の強化が必須であると考えられた。 

 
 
 
 



A． 研究目的 
がん医療の進歩や新たな医療制度の更新、またが 

ん患者や家族等を取り巻く環境や価値観等の変化

に伴い、がんに関連する相談内容は複雑化している。

このような背景の中で、がん相談支援センターの相

談員が新たな情報を知り、活用できるようになると

ともに、継続的に学ぶことのできる環境を作ってい

くことが、これまで以上に重要になっている。 
そこで、本研究では、新たな研修プログラムを迅

速かつ効率的に地域に普及させる上で必要となる

体制（研修実施を支える基盤）について検証するこ

とを目的とした。 
 
B．研究方法 

NCCにて開催されてきた情報支援研修を、普及

を急ぐべき研修プログラムの一例として位置づけ、

同研修の地域開催にかかる一連の対応（事前準備・

研修当日運営・事後対応）を地域の相談員の協力を

得て検証した。 
具体的には、3県合同（栃木・和歌山・四国/4県含

む）での情報支援研修開催に向けて、研究班で議論

する機会を複数回設け、研修内容（事前課題、当日

プログラム等）、各協力県内で調整中の事項、その

他研修開催に必要な段取り等について、随時進捗共

有・議論しながら準備を進めた。 
下記2日間の日程で、オンライン研修を開催し、 

1日目：2021年8月31日（火）午後 
2日目：2021年10月9日（土）午後 

研修開催後も、研究班として議論する機会、協力県

（3県）の研究者3名のみでの意見交換の機会、NC
C所属の研究者のみでの振り返りの機会等を設け、

新たな研修プログラムを地域主導で展開していく

ために必要な事項について議論した。 
本検討では、今年度開催した研修やその準備過程

で課題となったこと、開催前後に議論されていた内

容を参考に、新たな研修プログラムを地域展開する

上で重要であると考えられる要素を「研修プログラ

ム開発」「地域研修の担い手の育成」「研修準備・

開催を支える事務局機能の強化」の観点から考察し

た。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は、患者の個人情報などを扱う内容ではなく、

組織や団体での対応に関する記述および考察であ

る。したがって特記すべき事項なし。 
 

C．研究結果 
1）研修実施についての県内合意 
今回は研究班内の研究者が所属する地域（栃木・

和歌山・四国/4県含む）が協力県であり、いずれも

相談支援部会や研修企画運営のワーキンググルー

プですでに過去に複数回の研修を主体的に企画し、

運営する実績を持つ、研修運営機能を持つ県であっ

た。 
研究班であがった本研修実施の検討の案（3県合

同での情報支援研修の実施、事前事後対応等）を協

力県（栃木・和歌山・四国/4県含む）の研究者3名が

各県（またはブロック）の相談支援部会に持ち帰っ

て説明を行い、研究協力についての合意を得た。 
また、情報支援研修の趣旨や必要性を県内相談支

援部会の関係者に説明し研修実施についての合意

を得るというステップにおいて、今回の研修主催

（研究班）から、各協力県の要望に沿った形式で依

頼状を発行した。各協力県における研究者が、今回

素材として用いた「情報支援の研修」の必要性を十

分に理解していたこと、また各県・ブロック内に存

在する相談支援部会や研修企画担当者等や研修運

営における各地域における手続き等について熟知

していることもあり、研修実施の手続きにおいて大

きな困難は生じなかった。 
 
2）研修開催日程 
当初の計画では、平日2日でのオンライン研修の

開催を予定していた。しかし、協力県の研究者より

「平日参加が制約となり参加者が集まりにくい可

能性がある」との意見が出たことから、開催日程の

うち1日（研修2日目）を土曜日開催に変更した。 
 
3）申込要件、受講者層 
準備段階で議論にあげられた論点の一つは、受講

者の受講レディネスと参加者数についてであった。

研修を効果的なものとするためには、受講者のレデ

ィネスを一定程度そろえることが重要である。受講

レディネスについては、「相談員基礎研修（3）」修

了などを必須要件にすると、地域開催の限られた集

団の場合には、受講できる人が限られてしまう県も

あることが事前準備の段階で明らかになった。 
地域展開の主目的が“新しい知識や情報を迅速かつ

効率的に普及させること”であるならば、申込要件

はできるだけ緩和し受講希望者を多く受け入れる

ことが望ましいとの意見もあげられた。 
議論の結果、最大限受講対象者の受入要件を緩和



しつつ、研修効果があげられることを念頭に、受講

受入要件を設定した。今回の研修では、申込要件と

して「相談員基礎研修（3）および相談対応の質保

証に関する研修（QA研修）を修了している方が望

ましい」という要件を設けた。「必須」要件でなく、

「望ましい」要件とすることで、地域の状況に応じ

て、同研修未受講の者も受講可能な要件とした。 
実際に、対象者を募った結果の受講者層は、がん

相談員研修以外の側面においても、以下のような点

で多様であった。 
・受講する相談員のベースとなるがん相談業務以外の

職種役割 
・受講者それぞれの教育背景 
・それぞれの「ヘルスリテラシー」の捉え方 
・自施設で認識されているがん相談支援センターの役

割による制約 
・研修へのモチベーション等 
  
さらに、今回素材とした「情報支援」の研修を進

める過程においては、研修の中で扱う診療ガイドラ

インやヘルスリテラシーなどの捉え方（例えば、普

段の実践の中ですでに意識、活用しているという受

講者もいれば、そもそも相談員が医療情報を扱うこ

と自体がよくない、しないという価値観を持った受

講者もいた等）の違いが大きく、グループワークの

進行を担うグループファシリテーターが、双方の思

考や経験に配慮しつつ学習を深める発問をするこ

とが重要であった。 
 
4）グループファシリテーター 
グループファシリテーター（以下、「グループフ

ァシリ」とする）は、地域での研修を行うにあたり、

グループ内の議論の促進、効果的な学習の支援など

において重要な役割を果たす。したがって、グルー

プの人数や事前教育は重要である。今回、研修全体

の進行を担う講師（チーフファシリテーター）は研

究班側で依頼した研究者が務めたが、グループファ

シリは、研修企画におけるより円滑な運営と地域へ

の教育効果の還元を目指して、協力県（栃木・和歌

山・四国/4県含む）から輩出する形をとった。 
 
ファシリテーターの選定 
グループファシリ選定にあたり以下のような考

慮点を設け、協力県の研究者3名が調整を行った。 
・「相談員基礎研修（3）」修了者であること 
・NCC主催情報支援研修の受講経験者であること（望

ましい） 

・地域開催研修の企画運営に携わった経験があること 
・人数は、受講者5～6名に対しグループファシリ1名
の割合で、各県から人数調整すること 

 
ファシリテーターの事前教育 
研修目的や各ワークでの達成目標（どのようなデ

ィスカッションができるとよいのか等）について、

運営者間で十分な意識合わせできるよう、ファシリ

テーターマニュアルを準備し、事前打ち合わせの機

会を2回設けた。 
 
5）地域版の研修で扱う事例や課題の設定 
地域開催研修で扱いやすい教材とするために、以

下のような検討を行った。 
（1）事例や課題の内容 
研修目的の達成に至る効果的なディスカッショ

ンが研修当日に行えるよう、事前課題としてEラー

ニングでの講義動画視聴（2種類）やワークシート

（3種類）の実施を受講者に依頼する形とした。 
ワークシートの作成にあたっては研究班内で議論

を重ね、内容を推敲した。 
特に、研修2日目で扱う電話相談模擬事例は、以下

のような要素を備える事例となるよう工夫した。 
・“情報支援”に関わる内容にフォーカスしやすい

事例になるように、治療方針についての不安や

疑問を抱えている相談者からの相談とした。 
・がん情報サービスや一般向け診療ガイドライン

の解説等の情報を活用することにフォーカスを

当てるために、事前にこれらの情報を提供し、そ

の情報に基づいて相談者の意思決定を支援する

ことができる内容、相談者の不安や疑問の解消

を図ることができると想定される内容とした。 
 
（2）事例や課題の提供方法 
研修当日の限られた時間内でより学習効果の高

い内容とするために、事例の提供方法について吟味

を行った。 
議論のみでは、具体的にどのような支援を行うこ

とが望ましいのか研修内でイメージがつかないこ

とも多い。したがって今回の事例作成にあたっては、

相談者の主訴を中心とした前半部分と、相談員によ

る情報支援（望ましい相談対応の一例）を中心とし

た後半部分に分けて音声収録を行い、以下のような

形で活用した。 
・事前課題：前半部分を事前に音声視聴し、ワーク 
シートで事前学習と研修当日に持ち寄る形とす

る。 



・研修当日：事前に各自が記入したワークシートを 
もとに、グループディスカッションを行う。グル

ープディスカッション終了後に、後半部分音声を

視聴する。 
 
限られた研修時間内での学習効果を高まるため

に、望ましい相談対応の一例を作成し、研修当日の

グループディスカッションが終了した段階で、実際

に視聴してもらうといった事例作成と提示方法の

工夫は、研修で扱うテーマが変わった場合にも有効

であると考えられた。 
 
6）準備段階や研修当日に発生したトラブル 
地域開催研修におけるNCCおよび各県での役割

分担を表1に示した。準備段階や研修実施に際して

生じたトラブルとそれに対応する留意点について

以下に示した。 
 
受講申込み方法と受講者への連絡 
受講者が複数県にまたがっていることや、申込受

付後のデータ統合・整理を円滑に進める観点から、

今回、NCCで作成したEXCEL形式のフォームを用

いて受講申込受付を行った。また申込時に入力され

たメールアドレスを用いて、受講者への連絡を行っ

た。その結果、メールアドレスの入力ミスが多数発

生し、メール送信エラーによる確認・再送作業等の

負担が増す事態となった。 
送信エラー時の確認・再送信対応の他、研修当日

（研修1日目）に生じた課題として、以下のような

ものがあった。 
・メール受信トラブルにより 
－事前課題未実施の状態で参加した受講者がいた 
－グループ名簿が届いておらず、自分がどのグルー

プに入る予定か分かっていない受講者がいた 
－入室時の名前表示ルールが伝わっておらず、ホス

トの負担（本人確認等）が増加した 
 
当日の研修運営時に明らかになったトラブル 
・同施設の同室からの複数名参加（ヘッドセットな

し）があることで、室内の話し声を拾ってしまい、

他の受講者が議論に集中できない事態が発生し

た（研修2日目の際は、同室から複数名参加の場

合、ヘッドセットマイクの着用を必須とした） 
 
7）オンライン研修運営のホスト役割 
地域開催の場合、WEB会議システムのホスト役

割は重要である。ホスト役割は開催県の中で担当者

 を調整することになると考えられるが、研究班で

 の議論の過程で以下の状況が把握された。 
・現状では、研修運営にあたるための事務担当者を確

保するための裏付けがない。また協力が得られた場

合にも、一定の労務や拘束時間が発生するため、各

県やブロックで事務担当者を確保することが難し

い。 
・研修企画運営メンバーの一員である相談員がホスト

役割を担う場合も多い。その場合、ホスト役割を担

う相談員がいつもグループワークに参加できない

状況が発生する。 
 
D．考察 
1）研修プログラム開発 
今回の研修は、当初平日2日での開催（半日程度

のプログラムを2日に分けて実施）を予定していた

が、協力県の研究者が県内の研修企画担当者と調整

する中で出された意見を受けて、開催日程の一部を

土曜日に変更した。「がん診療連携拠点病院等の整

備に関する指針」には、「都道府県がん診療連携拠

点病院が開催する継続的・系統的研修を受講するこ

と」が拠点病院の相談員に求められているが、指定

要件に関わる研修としては位置づけられていない。

そのため、業務に支障のない範囲で任意参加する相

談員が多いと考えられ、半日程度の研修を休日に開

催する形式の方が地域開催の現実に即した運用の

ようであった。 
普及を要する研修が短時間（例えば半日）に収ま

らない場合、研修内容や構成を見直すことも必要と

考えられる。見直しを行う際の一例として、以下の

ような観点が考えられる。 
・研修内容を複数のモジュールに分割し、別日程の短

時間の研修として開催できるようにする 
・講義はEラーニング化して事前課題とし、研修当日

はディスカッションに重点を置けるようにする（し

かし、事前課題とした場合にも、事前課題をいつ行

うか、勤務時間内か外かの課題は残る） 
 
加えて、地域開催の場合には、一定の受講人数を

集める観点から、申込要件を緩く設定せざるを得な

い県もあった。結果として受講者層が幅広くなりや

すいという状況が発生した。したがって、プログラ

ム検討や研修準備を進めていく上では、研修の受講

者層が幅広くなりやすいことを想定し、以下の点を

特に考慮する必要があると考えられる。 
・研修目的、目標をより平易に設定し、研修内容のエ

ッセンスを凝縮、シンプル化する 



・研修目的のすり合わせを運営者間（各県担当者・ 
ファシリテーター・NCC等）で綿密に行う 

 
その他、研修で使用する事例や課題の作り方によ

って議論できる内容も変わってくるため、新たな研

修プログラムを初めて地域展開する場合に使用す

る学習素材（事例等）を準備する役割は、NCCや研

修素材作成チームを構成し、別途担う体制が必要で

あると考えられる。 
 
2）地域研修の担い手の育成 
 今回の研修終了後に持たれた議論の場では、次年

度以降の情報支援研修地域展開でのグループファ

シリ調整方針が論点となった。研修当日効果的なデ

ィスカッションを行うには、研修目的や研修内容を

十分把握したグループファシリが各グループに入

り、必要に応じて議論の軌道修正や焦点化をしてい

くことが欠かせない。そのため、グループファシリ

選定基準を厳しくする案（NCC主催情報支援研修

修了者、あるいは同研修でファシリ経験があること

を条件とする等）も意見としてあげられた。 
しかし、それが地域開催のハードルを上げる要因

となり、新しい知識や情報の効率的な普及という主

目的が果たせなくなる可能性もある。また、新たな

研修プログラムを地域展開する場合、1回きりの研

修でその内容が現場に浸透することは難しく、学習

素材（事例等）を変えながら繰り返し学習していく

ことが望まれる側面もある。グループファシリを地

域から輩出することは、その地域での人材育成につ

ながるため、以下のような方針のもとグループファ

シリを調整していくのが現状として妥当であると

考えられる。 
・地域展開の元となる研修（NCC主催研修）の受講歴

があることが望ましくはあるが、必須ではない。 
・ファシリ向けサポート（事前打ち合わせやファシリ

マニュアル）の充実をもって質の担保を図る。 
 
 なお、新たな研修プログラムを地域展開する場合、

各都道府県の研修企画運営の中心メンバー内に、そ

のプログラムの意義や重要性を理解した人がいる

ことは、研修実施に向けての原動力になると考えら

れる。そのため「相談員指導者研修」などの枠組み

を通じて、普及が急がれる研修プログラムを浸透さ

せていくことはNCCとして今後も続けていくべき

であると考えられる。 
また、今回の研究の過程では大きな困難は生じな

かったが、研修内容や都道府県の状況によっては、

研修実施についての合意を得るのに難渋する場合

もあると考えられる。都道府県全体としてのがん相

談支援の質向上を考える立場にある責任者（各都道

府県の相談支援部会長や都道府県がん診療連携協

議会長など）に向けて、その研修を実施することの

意義や期待される効果などを伝えていく取り組み

もNCCに求められる役割と考えられる。 
 
3）研修準備・開催を支える事務局機能の強化 
研究班での議論を通じて、各県やブロックにおい

て、必ずしもホスト役割を担う事務担当者の確保が

できる状況ではないことが明らかにになった。 
 グループワークを含むオンライン研修では、ブレ

イクアウトルーム（オンライン上でのグループ）の

設定・管理などの操作が多数発生する。そのため、

WEB会議システムのホスト操作に慣れた担当者が

いることが安定的な研修運営の鍵になる。 
研修当日だけでなく準備段階においても、事務的

な作業は多数発生する。相談員が相談業務の傍ら、

研修開催にかかる細かな事務作業を担うのは負担

が大きい。本来の役割である相談業務に専念できな

い状況を生じさせてしまう可能性もあることから、

特に地域での研修企画運営の中心を担う都道府県

がん診療連携拠点病院においては、事務局機能の強

化が必須であると考えられる。 
また、今回の研修では、受講者へのメール案内が

上手くいっていなかったことによるトラブルが発

生した。同様の状況を生じさせないようにするため

の対策として、以下のような方法が考えられる。 
・申込受付の際は、メールアドレスを2回入力させ、入

力内容に差異・誤りがないかチェックをかける機能

のあるフォームを活用する（地域にて実施） 
・受講者がアクセスするポータルサイト（研修管理シ

ステム）に、事前課題案内やその他研修参加にあた

り把握しておいてほしい情報を集約しておく（NC
Cにて実施） 

 
E．結論 
本研究では、3県合同（栃木・和歌山・四国/4県含

む）での情報支援研修の開催にかかる一連の対応

（事前準備・研修当日運営・事後対応）を検証し、

新たな研修プログラムを地域に普及させる上で必

要となる体制（研修実施を支える基盤）を、以下3
つの観点から考察した。 
1）研修プログラム開発 
2）地域研修の担い手の育成 
3）研修準備・開催を支える事務局機能の強化 



地域開催を視野に入れた研修プログラムを開発

する際は、受講者層が幅広くなりやすいことを想定

して平易・シンプルな研修目的・内容とすることや、

ファシリ向けサポートを充実させること、地域でも

運用しやすい構成（半日程度のプログラム）にする

ことなどが重要であると考えられた。 
さらに、地域開催を促進する地盤づくりの観点か

らは、NCCによる以下の取り組みが必要と考えら

れた。 

・NCC主催研修の中で地域展開の元となる研修を実

施し、できるだけ多くの相談員（特に研修企画運営

を担う立場にある相談員）に受講してもらう 

・都道府県全体のがん相談支援の質向上を考える立場

にある責任者向けに、新たな研修プログラムの地域

展開の意義や効果を伝えていく 

 

研修開催にかかる一連の対応（事前準備・研修

当日運営・事後対応）において、事務的な作業の

占める割合は非常に大きい。NCC による地域展開

研修プログラムを活用する場合に限った話ではな

く、地域で独自に研修を企画運営する際もあては

まることであるが、特に地域での研修企画運営の

中心を担う都道府県がん診療連携拠点病院におい

ては、事務局機能の強化が必須であると考えられ

た。 
 
F．健康危険情報 
  特になし 
 
G．研究発表 
（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1．論文発表 なし 
 

2．学会発表 なし 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
 1．特許取得 なし 
 

2．実用新案登録 なし 
 

3．その他 なし 



表1：「情報から始まるがん相談支援」地域展開トライアル研修：開催準備 確認表

時期 NCCでの実施事項 ブロック開催の場合（四国4県に向けての調整） 都道府県拠点病院の場合（⾹川県） 地域拠点病院の場合（栃⽊県・和歌⼭県）
2020年
10⽉

①(ブロック内)各県のオンライン整備･研修開催状況を情報収集
②(ブロック内)トライアル研修の⼿あげ打診･意向を確認

①情報提供・相談⽀援部会報告として、[ハイブリット研修等オンライン化]
について情報提供
➁各施設のオンライン機材の有無・対応状況を確認［事務局］
③トライアル研修参加⼿あげについて実務者会で同意を得る

①都道府県拠点病院担当者に、情報⽀援研修の開催県としての⽴候補について電
話相談し、内諾を得る
➁11⽉の地域連携・相談⽀援部会研修運営WG会議（以下、WG会議）での提
案の許可あり

11~12⽉ ①11⽉、WG会議（オンライン開催）にて、情報⽀援研修（トライアル）の趣旨説
明を⾏い、開催県の⽴候補を提案し、承認を得る
➁研修運営WGのメーリングリスト（以下、ML）にて、研究班会議において開催県と
して承認されたこと、複数県のオンライン開催となること、研修開催時期を報告
➂12⽉、和歌⼭県がん診療連携協議会地域連携・相談⽀援部会（2回/年の開
催）にて、本研修の趣旨説明を⾏い、本研修の開催県として承認を得る

2021年
1〜2⽉

募集要項案検討 ①(ブロック内)2⽉初旬－トライアル研修概要を説明 ①実務者会で各施設のトライアル研修参加予定者を確認
②各施設オンライン研修の環境整備･メカニック等のサポーターの有無を確認
→⼈員派遣を考慮[事務局]
③相談⽀援部会会⻑にトライアル研修参加の内諾を得る
④トライアル研修のファシリテーター･運営側の動員、県内研修との兼ね合い
を検討

①1⽉　栃⽊県がん診療連携協議会相談部会にて、本研修の主旨を説明し開催県
としての承諾を得る。ただし、研究、トライアルであるため参加は各施設で検討をしてい
ただくこととした。
②2⽉、MLにて以下の報告
（本研修開催予定⽇、参加を予定して欲しいこと、ただ現時点では受講要件は検討
中のことなど）

3⽉ ①申込フォーム（EXCEL）作成
申込受付先︓各県の担当者宛
申込⽅法︓EXCELフォームに必要事項⼊⼒しをメール添付
で送信

②NCC内会議室予約
（チーフファシリとNCCスタッフはNCCより参加予定）

①(ブロック内)各県スケジュール･県内⾏事と開催時期が重複していないか
確認・可能な範囲で調整

①各施設のトライアル研修参加予定者⼈数･⽒名の確認[事務局] ①都道府県拠点病院担当者よりメールにて、本研修が平⽇の連⽇開催であれば、参
加できる相談員が少ないのでないかとの提案あり（県内で受講して欲しい研修内容だ
けに開催⽇程変更できないか。規模の⼩さい病院が参加できないのではないか）
→次回研究班会議で、⼟⽇開催について提案させていただくことで同意

②栃⽊県︓各施設のトライアル研修参加予定⼈数・⽒名の確認を検討したが次年
度の対象者を検討したいとの声もあり4⽉以降に参加確認とした

4⽉ ①募集要項・申込フォーム完成
②内部決裁

①(ブロック内)各県の2021年度(令和3年内)指導者研修への参加予定
を把握
②(ブロック内)ファシリテーター打診、各県1〜2名で選出後の研修担当メン
バーの反応を確認
③(ブロック内)トライアル研修開催⽇程変更の連絡[事務局]
④(ブロック内↔国がん)四国圏内の参加者とりまとめ先の報告
1)メールアドレスや電話連絡先を伝達
2)窓⼝を事務員と相談員の連携での表⽰を依頼
3)ブロック内の伝達先に事務局担当の追加を依頼
⑤ブロック各県の研修参加予定者の⾒込みを確認し、状況により各県の参
加者を微調整する可能性について説明→同意を得る

①トライアル研修運営担当を実務者会内で決定、周知
②研修参加者募集⽅法、参加者要件の周知

①県内の国拠点に電話し、研修参加⼈数⾒込みの確認
➁都道府県拠点病院担当者に経過報告と協議
（開催⽇変更。県単位の参加申込み。当県から選出するファシリテーター⼈数（概
算）。認定がん専⾨相談員の認定申請の単位となること。募集要項の公開予定時
期。各モジュールの概要と演習内容。WG会議の次回開催⽇程）
③MLにて以下の報告
（本研修開催⽇時の変更、5⽉のWG会議の候補⽇、WG会議での議題︔本研修
の概要説明、当県で開催するための運営、ファリシテーターの選出、各施設での参加
者数⾒込みについて）
④栃⽊県︓4⽉に県拠点病院部会⻑とファシリテータ選出について電話⾯談候補者
に打診、決定

5⽉ ①募集要項WEB公開
②募集開始（5/7〜）

①(ブロック内↔県内)イベント協働開催時に使⽤していた四国圏内メーリン
グリストを整備
②ブロック内の申込状況…申込開始から約40⽇で申込終了(役割変更の
微調整除く)
③申込者にはメールアドレスの確認のため、受領メール配信［事務局］
②(ブロック内)トライアル申込フォームの配信[事務局]
③(ブロック内)各県・各施設内周知⽂書を配信[事務局]
④(ブロック内)運営メンバーをメーリングリストに再登録、リスト反映と利⽤者
への周知[事務局]

①実務者会会⻑に申込時期について報告→周知 5/19WG会議
※今年度内の開催形式は全て、zoomによるオンライン開催
（研修開催の経緯・研修の⽬的の共有、研修開催にあたっての意⾒交換、各施設の
参加⼈数の⾒込み、本研修のファシリテーター選出と決定、研修開催までのスケジュー
ルの提案と合意）

地域展開研修企画-発信者



時期 NCCでの実施事項 ブロック開催の場合（四国4県に向けての調整） 都道府県拠点病院の場合（⾹川県） 地域拠点病院の場合（栃⽊県・和歌⼭県）
6⽉ ①事前課題の公開準備

モジュール1︓情報および情報源を⾒極めるチェックリストの実
施
モジュール2︓Eラーニング「GL概要」「GL活⽤」の視聴、GL
活⽤ワークシートの実施
モジュール3︓⾳声事例教材の聴取、事例ワークシートの実
施

②PC貸出事前予約
③ZOOMミーティング情報設定
④認定相談員Ⅲ群登録申請
⑤アンケート作成
⑥申込〆切（〜6/21）
⑦申込情報の統合、受講者選考
⑧グループ数・1Gあたりの⼈数・ファシリ数の検討

①(ブロック内↔国がん)トライアル研修ファシリテーターへの依頼状内容につい
て相談
1)依頼元・依頼状内容、交通費や謝⾦について確認
2)共催、主催、協⼒県の位置づけについて相談
②(ブロック内)トライアル申込状況を各県代表者と共有
③(ブロック内)トライアル研修企画進捗を報告
④(ブロック内)ファシリテーター候補者との四国圏内打ち合わせ⽇程を調整
⑤(ブロック内)四国圏内打ち合わせ⽇程確定･研修会当⽇依頼状配信
［事務局］
⑥(ブロック内)オンライン会議のミーティングルーム設定とID・パスを会議参加
者へ配信［事務局］

①(県内)トライアル申込状況を各県代表者と共有
②(県内)トライアル研修企画進捗を報告
③(県内)ファシリテーター候補者との四国圏内打ち合わせ⽇程を調整
④(県内)四国圏内打ち合わせ⽇程確定･研修会当⽇依頼状配信［事
務局］
⑤(県内)オンライン会議のミーティングルーム設定とID・パスを会議参加者へ
配信［事務局］

①MLにて、本研修の参加申込開始。受付した参加申込シートを随時確認し、記載漏れ等
あれば申込者に連絡し、確認。参加申込締切のリマインドメールをMLにて配信する。WGメン
バーが所属する施設から申し込みがない場合は、電話で申込者有無の確認
➁ＭＬにて、事前に6/29WG会議での議題（6/1研究班会議の報告、参加者のレディネ
ス設定、当県の参加募集での困りごとや改善が求めれる点、参加申込者のグループ分け）の
提案。また、6/29WG会議の資料、本研修参加申込者⼀覧、グループ分け案を配信。
③都道府県拠点病院担当者からMLにて、本研修の講義担当者・演習の具体的な進め
⽅・Zoomホスト担当者・研修プログラム内容の具体的な提⽰・ファシリは⾃施設からの参加
でよいか確認あり、ML上でまず回答。それから電話で意⾒交換を⾏う《研究班会議で決定し
ていること、検討中のことを具体的に共有。また、県内ファシリ担当が多くて3〜4⼈の中で、
WG会議内（参加者11〜12⼈）で本研修プログラム内容をどこまで掲⽰するかを協議》
④6/29和歌⼭県がん診療連携協議会地域連携・相談⽀援部会（2回/年の開催）での
開催準備状況の報告。同⽇、WG会議（6/1研究班会議の報告、本研修プログラム内容
の確認と意⾒交換、グループ分けの協議、研修開催までのスケジュールの確認）
⑤都道府県担当者へ、ファシリ担当者の依頼状について、NCCから部会宛ての依頼状が必
要か、当県部会として依頼状の発出ができるか相談

7⽉ ①選考結果通知（事前課題案内含む）⽂案作成、
発出
②アドレス⼊⼒ミスによる送信エラー確認・対応
③修了証ひな形作成(Ⅲ群番号︓99202101)

①ブロック内研修運営担当者でのオンライン事前打ち合わせ［四国担当者
のみ2021.7.6開催］

①MLにて、
・当県の担当ファシリ⼈数と受講者が決定したことを報告
・都道府県担当者にファシリ担当者への依頼状発出のリマインド
②栃⽊県︓6⽉がん診療連携協議会相談部会Zoom会議で参加決定状況を説
明、参加決定メール送信、事前学習の確認
県内グループ分け、名簿作成

8⽉上旬 グループ名簿作成（以下、グループ分け⼿順）
①各県で職種・経験が混ざる2⼈ペアを作り、番号をふる
②各県で振っていただいた番号をもとに、NCCでグループ編
成、
各グループにファシリを割り当て

①(ブロック内)グループ分け案をファシリテーター候補者と共有
②(ブロック内)ファシリテーターおよび当⽇までの役割分担を確定し共有

①(県内)グループ分け案をファシリテーター候補者と共有
②(県内)ファシリテーターおよび当⽇までの役割分担を確定し共有

栃⽊県︓グループ分けをファシリテータと共有

8⽉中旬 ①研修1⽇⽬講義資料提出期限（〜8/16）
②資料統合、研修システム上にアップ（〜8/23）
③1⽇⽬⽤ファシリ打ち合わせ（8/26）
④Windowsアップデート、Zoomアップデート等
⑤1⽇⽬開催前リマインドメール⽂案作成、発出依頼

①(ブロック内)8/26･9/7地域展開トライアル研修会、運営会議依頼状の
配信［事務局］
②(ブロック内)ファシリテーター担当者への進捗報告

①(県内)8/26･9/7地域展開トライアル研修会、運営会議依頼状の配信
［事務局］
②(県内)ファシリテーター担当者への進捗報告

①MLにて、8/16WG会議の議題（7/6研究班会議の報告、当県の本研修参加者
の確認、本研修1⽇⽬プログラム内容の確認、研修開催までのスケジュール確認）、
同会議後の県内ファシリ打ち合わせについて提案
➁8/16WG会議（内容は上記）。同⽇WG会議後、県内ファシリ打ち合わせ（1⽇
⽬研修内容と演習の進め⽅について意⾒交換）
③栃⽊県︓ファシリテータが1名のため個⼈的に確認、打ち合わせ

8/31(⽕) 研修1⽇⽬本番
9⽉ ①2⽇⽬⽤ファシリ打ち合わせ（9/7）

②研修2⽇⽬講義資料提出期限（〜9/24）
③2⽇⽬開催前リマインドメール⽂案作成、発出依頼

①栃⽊県︓リマインドメールを忘れたため、参加者へメール。次回リマインドの案内と困
りごとの確認。そのことも含め⾃施設と県拠点病院の参加者とは個別に参加した状況
と課題を確認。特に⼤きな問題はなかった。
②9/28県内ファシリテータ―打ち合わせ（本研修2⽇⽬の演習の進め⽅、⾃施設で
の情報⽀援や情報整備の取り組みついて意⾒交換）

10⽉上旬 ①資料統合、研修システム上にアップ（〜10/1）
②Windowsアップデート、Zoomアップデート等

(ブロック内)打ち合わせが必要であれば、
①⽇程調整→確定→依頼状配信［事務局］
②オンライン会議ミーティングルーム設定とID・パスを配信［事務局］

(県内)打ち合わせが必要であれば、
①⽇程調整→確定→依頼状配信［事務局］
②オンライン会議ミーティングルーム設定とID・パスを配信［事務局］

10/9(⼟) 研修2⽇⽬本番
10⽉中下旬 研修直後アンケート依頼メール⽂案作成、発出依頼 受講者へアンケートについてリマインド ①受講者へアンケートについてリマインド

②栃⽊県︓修了証書発送

2022年
1⽉

研修3ヶ⽉後アンケート依頼メール⽂案作成、発出依頼 受講者へアンケートについてリマインド 受講者へアンケートについてリマインド

地域展開研修企画-発信者



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

「情報から始まるがん相談支援（情報支援）」研修の地域展開に向けた検討：研修効果の評価 

～情報支援研修の地域展開トライアルのプロセスと今後の展開について～ 

 

研究分担者 八巻 知香子  国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（室長） 

研究協力者 清水 奈緒美  湘南医療大学 保健医療学部看護学科（准教授） 

研究協力者 小郷 祐子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（専門員） 

研究協力者 堀拔 文香 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（研究員） 

研究協力者 櫻井 雅代 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（看護師） 

研究協力者 齋藤 弓子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（特任研究員） 

 

【目的】医療関連の情報の飛躍的な増加と共に科学的根拠の明らかでない情報が錯綜して

いる。がん専門相談員が医療情報の適否を見極め、患者が必要とする情報を整理・補完で

きるスキルを身に着ける必要性が一層高まっている。本研究では相談員が信頼できる情報

をもとにした適切な情報支援に必要なスキルを獲得するための研修プログラムの効果を確

認することを目的とする。 

【方法】Kirkpatrickのモデルを参考に、研修の効果を満足度、知識、行動の3側面による

評価項目を設定し、計5回（T1：事前、T2：1日目研修当日、T3：2日目研修前、T4：2日

目研修当日、T5：研修終了3か月後）のアンケートにより測定した。 

【結果】それぞれの講義・演習についての満足度についてはおしなべて高かった。知識お

よび行動のすべての評価指標で研修の前後で有意に向上し、知識の2指標を除いてT5でも

その上昇は維持された 

【結論】3つのモジュールで構成されたがん患者への情報支援研修プログラムは、研修効

果の満足度、知識、行動の観点から有用であると評価された。 

 

A． 研究目的 

医療・医学・健康情報について流通する情報は飛躍

的に増加すると共に玉石混交の情報が錯綜している。

そのため、がん専門相談員が錯綜する医療情報の適

否を見極め、患者が必要とする情報を整理・補完し提

供できるスキルを身に着けることがより一層求めら

れている。 

しかしがん相談支援センターの信頼できる情報の

整備および設置は、患者数の多いがんの診療ガイド

ラインでもわずか3 割程度と低い。一方、相談支援セ

ンターは、新たながん施策や全国の動向に関する情

報を集約する拠点としての役割も期待されている（H

29-がん対策-一般-005）。また、複雑化する相談ニー

ズに適切に対応するためには、相談員が情報の信頼

性・妥当性を見極める能力、信頼できる情報を提供す

るための力量の向上が急務である。 

国立がん研究センターがん対策研究所では、がん

診療連携拠点病院等の整備に関する指針において、

全国のがん相談支援センターの相談員に基礎研修（1）

（2）（3）を各1回以上提供することが求められてい

る。また、講義形式のみの研修については、E-learn

ing形式を導入することにより希望する者は誰でも

制限なく利用可能である。しかし、適切な情報の見極

めと、活用方法についての研修は、E-learningなどの

一方向的な受講形式では知識やスキルの習得が困難

であり、グループワークなど体験型・演習型の要素も

必要となる。体験型・演習型の研修は、一度に受け入

れ可能な人数が限られ、国立がん研究センター一か

所で提供していくには普及に時間がかかりすぎるた

め、多数の人に迅速に普及させるためには、同時期に

多数の開催が必要となる。そこで、これまで国立がん

研究センターがん対策研究所が主催し実施してきた

研修の要素をモジュール化し、都道府県単位での研

修開催、普及に耐えうるプログラムとして再構成し

た。 

本研究はこの都道府県単位での開催を想定した研

修「『情報から始まるがん相談支援』研修～地域展開

版～ 」により、本プログラムの効果について受講者

の満足度、知識、行動の観点から評価することを目的

とする。 



B．研究方法 

1．研修プログラム 

令和2年度に作成した下記モジュールに沿って、2

日間（各半日）の研修を実施した。 

・モジュール1：情報の評価・見極め 

・モジュール2：診療ガイドラインの活用 

・モジュール3：ヘルスリテラシーを基軸とした対象

者アセスメントと情報に基づく意思

決定支援 

それぞれのモジュールを構成する講義、演習につ

いては表1に示した。 

本研修は講義に加えグループワークに重点をおい

たプログラムであり、ファシリテーターを対象に事

前打ち合わせを行い、研修目的、各ワークの目的、目

標、議論の方向性を丁寧に説明するとともに、ファシ

リテーター用マニュアルを作成して配布した。 

 

2．評価アンケート 

研修の受講予定者に、文書により調査の意図と内

容について説明し、同意の得られた協力者にオンラ

インでの調査を実施した。（図1参照） 

１）T1（事前調査）：1日目の研修で扱う主題に関

する知識ならびに情報支援に関する日常の行

動を尋ねた。 

２）T2（1日目研修当日調査）：1日目の研修で行

う主題に関する知識および満足度、必要最小

限の属性情報を尋ねた。 

３）T3（2日目事前調査）：2日目の研修で扱う主

題に関する知識を尋ねた。 

４）T4（2日目当日調査）：2日目の研修で行う主

題に関する知識および満足度、必要最小限の

属性情報を尋ねた。 

５）T5（事後調査）：研修会終了後3か月（2022年

1月）に研修受講後の行動の変化を尋ねた。 

 

3．評価項目 

Kirkpatrickのモデルを参考に、研修の効果を満足

度、知識、行動の3側面から測定した（表2参照）。 

満足度については、各講義・演習単位ごとに測定し、

講義については「わかりやすさ」「説明の速さ」「新

しい気づきへの満足感」の3項目、演習については「進

行への戸惑いがなかった」「自分の意見が言えた」「参

加者の意見が聞けた」「新たな気づきへの満足感」の

各4項目により、4件法でそれぞれの研修の直後（T2、

T4）に把握した。 

知識(Learning)および行動(Behavior)を測定した

項目ならびに各測度の理論的範囲および信頼性係数

を表2に示した。知識および行動については、いずれ

も「とてもそう思う＝3」「ややそう思う＝2」「あま

りそう思わない＝1」「まったくそう思わない＝0」の

4件法で、合計得点を用いた。 

知識については、それぞれのモジュールが目的と

する内容に応じて、モジュール1「医療情報・情報源

を見極め（6項目）」、モジュール2「ガイドライン等

の活用（2項目）」「組織としての情報整備（3項目）」、

モジュール3「相談者のヘルスリテラシーのアセスメ

ント（8項目）」「相談者のヘルスリテラシー向上の

支援（2項目）」「相談者の主体的な意思決定の支援

（4項目）」について、それぞれの研修モジュールの

前（T1またはT3）、研修直後（T2またはT4）、およ

表1：研修の構成 

1 日目 ４時間 

モジュール１：情報の評価・見極め 

 講義１ がん専門相談員、がん相談支援センターにとっての 

情報支援とは 
 講義２ 医療情報をどう評価するか 

  演習① 信頼できる情報を見極める 

モジュール 2：診療ガイドラインの活用 

 講義３ 診療ガイドライン・活用例 

（事前課題 E ラーニングの復習） 

 演習② がん情報サービス、患者向け診療ガイドライン 

を使ってみる  
 講義４ がん相談支援センターでの情報整備 

  演習③ 自施設の情報整備 

2 日目 ４時間 30 分 

モジュール 3：情報支援アセスメント 

 演習④ 主訴とニーズを考える 

患者の「医学情報・状況」を整理する 
 講義５ 情報支援におけるアセスメントのポイント 
 演習⑤ 相談者の「ヘルスリテラシー」をアセスメントする 
 講義６ 情報支援における意思決定、行動 

  演習⑥ 相談者に必要な情報・意思決定に必要な支援 

図 1：アンケートの実施スケジュール 



び研修終了後3か月（T5）で変化を測定した。分析に

はFriedman検定を用いた。 

行動については「情報の活用と相談者に応じた情

報支援についての自己認識」について8項目を用い、

研修前（T1）とすべての研修を修了した3か月後（T

5）で変化を測定した。分析にはWilocoxonの符号付

順位検定を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、患者の個人情報などを扱う内容ではな

い。国立研究開発法人国立がん研究センター研究倫

理委員会に倫理審査の要否についての判断を仰いた

結果、倫理審査は不要と判断された（通知番号6000-

043）。その他、特記すべき事項はない。 

 

C．研究結果 

 回答者の背景を表3に示した。研修受講者44人は全

員1回以上回答していた。各回の回答者数は36-42人

であった。年齢は30代～50代が大半であった。保有

資格（複数回答）は、看護師が40％、社会福祉士・精

神保健福祉士が52％、臨床心理士・公認心理師が7%、

認定がん専門相談員が19%であった。がん相談の支

援業務経年は5年以上の人が63％であった。 

 

１．満足度（Reaction） 

 各講義または演習ごとの満足度を表4に示した。す

べての講義について「わかりやすさ」「説明の速さ」

「新しい気づきへの満足感」いずれについても90％

以上の人が「大変そう思う」または「そう思う」と答

え、「まったくそう思わない」と回答した人は皆無で

あった。 

 演習については、概ね90％以上の人が「進行への戸

惑いがなかった」「自分の意見が言えた」「参加者の

意見が聞けた」「新たな気づきへの満足感」のいずれ

についても「大変そう思う」または「そう思う」と回

答した。しかし、6つの演習のうち3つについて「進行

への戸惑い」があったと回答した人が1割を超えた。

「自分の意見が言えた」「参加者の意見が聞けた」に

ついて、「あまりそう思わない」と回答した人が1割

を超える演習がそれぞれ1つずつあった。 

 事前課題については、モジュール1，2については2

割、モジュール3については3割の人が、「ちょうどよ

い」とは思わなかったと回答した。 

 研修全体の満足度としては、再度の受講意向につ

いては80％以上、他者への推薦意向については90％

以上の人が「そう思う」「ややそう思う」と回答した。 

 

２．知識（Learning）および行動（Behavior） 

 研修前（T1またはT3）、研修直後（T2またはT4）

および研修終了3か月後（T5）のそれぞれの評価得点

の平均値およびノンパラメトリック検定の結果を表

5に示した。 

 知識については、すべての評価指標で研修前（T1

またはT3）より研修直後（T2またはT4）で有意に得

点が向上し、「相談者のヘルスリテラシー向上の支援」

「相談者の主体的な意思決定の支援」の2指標を除き

その変化は研修終了3か月後(T5)時にも高いまま維

持されていた。 

 行動については、「情報の活用と相談者に応じた情

報支援についての自己認識」が研修前（T1）より研

修終了3か月後（T5）で向上していた。 

 

D．考察 

 満足度については、それぞれの測定項目において

概ね9割以上の人が満足しているという結果であり、

研修の評価としては十分に満足されているものと考

えられる。事前にファシリテーターを対象とした事

前打ち合わせが奏功したと考えられる。ただし、演習

において、進行への戸惑いや、意見を言う、他者の意

見を聞く、という点について評価がやや低い項目が

あったことは、今後のプログラムの改善に有用であ

る。すなわち、意図したプログラム内容を十分に実施

できるような導入の仕方やファシリテーターへの事

前の情報提供によって改善しうるものと考えられた。 

国立がん研究センターが提供する情報支援研修は

昼休憩1時間を含む5.5時間の研修であった。一方、都

道府県単位での開催は2時間から4時間程度の半日開

催が多く、地域展開に向けモジュール化した際に講

義時間、演習時間、全体共有の時間の全てを短縮し4

時間～4時間30分の研修プログラムに再構成する必

要があった。進行への戸惑いや、意見を言う、他者の

意見を聞くという評点の低さは思考したり討議した

りする時間の不足に影響を受けている可能性が大き

い。今後は、事前課題に講義の視聴を組み入れるなど

の工夫などにより、十分な演習時間を確保すること

を検討することも必要であると考えられる。 

 知識についてはすべての指標について、研修後に

値が上昇し、3か月後にも概ねそれが維持されていた

こと、行動の自己評価も研修3か月後に値が上昇して

いたことは、本研修プログラムが意図した知識が定

着し、行動変容につながった、すなわち有用なプログ

ラムであったと理解できる。 

ただ、本研究の限界として、まず、知識、行動の評



価がすべて主観的な評価である点が挙げられる。よ

りエビデンスを求めるうえでは、行動について客観

的な評価が可能となることが望ましく、相談対応の

モニタリングなどによって把握していくことも検討

できるだろう。 

また、研修受講者が46人と限られる中、5回にわた

る経時的アンケートへの回答結果を用いていること

から、分析に用いたサンプル数の少なさが挙げられ

る。このプログラムをどのような受講者に提供する

ことがより効果を生むのかなど、より詳細な要因分

析をするためには、同様の研修を継続的に実施し、評

価についてもデータを蓄積していくことも有用であ

ると考えられる。 

 

E．結論 

 3つのモジュールで構成されたがん患者への情報

支援研修プログラムは、研修効果の満足度、知識、行

動の観点から有用であると評価された。 

 

F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

1．論文発表 

 なし（演題登録中） 

2．学会発表  

 なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 2. 実用新案登録 3. その他 なし 



表2. 知識および行動の評価項目および測定時期 

（知識）  

医療情報・情報源の見極め（T1-T2-T5） 

 理論的範囲：0-18、信頼性係数 T1: α＝.761 T2:α=.914 T5:α＝.797 

  検索エンジンや使用する媒体によって、医療情報の検索結果が違うことを理解した上で検索を行うこと 

  広告表示に気を付けて医療情報を検索し、信頼できる情報か取捨選択すること 

  情報の更新時期を確認すること 

  情報発信の運営主体や発信者の立場を確認すること 

  発信されている情報およびサイトの目的を把握すること  

  情報の源となっているものは何かの記載を確認し、公正な発信か判断すること 

ガイドライン等の活用（T1-T2-T5） 

 理論的範囲：0-6、信頼性係数 T1: α＝.659 T2:α=.825 T5:α＝.603 

  患者向けガイドラインを参照して情報支援をすること 

  がん情報サービスを参照して情報支援をすること 

組織としての情報整備（T1-T2-T5） 

 理論的範囲：0-9、信頼性係数 T1: α＝.738 T2:α=.851 T5:α＝.778 

  信頼できるサイトにすぐにアクセスできるように準備しておくこと 

  ガイドラインなどの書籍を準備しておくこと 

  信頼できる情報について、相談支援センター内で申し合わせをしておくこと 

相談者のヘルスリテラシーのアセスメント(T3-T4-T5) 

 理論的範囲：0-24、信頼性係数 T3: α＝.836 T4:α=.940 T5:α＝.902 

  相談者が入手した情報の情報源や内容を知る 

  相談者が情報を入手する環境を知る 

  相談者の関心がどこにあるかや、その程度を把握する 

  相談者が入手した情報の範囲や深さを把握する 

  相談者の情報の理解状況を把握する 

  一般的な情報と「相談者の持っている情報やその理解」との相違を把握する 

  相談者の心理状態を把握する 

  相談者の論理的、知的思考力、語彙力を把握する 

相談者のヘルスリテラシー向上の支援(T3-T4-T5) 

 理論的範囲：0-6、信頼性係数 T3: α＝.832 T4:α=.912 T5:α＝.678 

  相談者が情報を客観的に評価できるようにする 

  信頼できる情報にアクセスできるように支援する 

相談者の主体的な意思決定の支援(T3-T4-T5) 

 理論的範囲：0-12、信頼性係数 T3: α＝.767 T4:α=.881 T5:α＝.835 

  意思決定にむけて、知りたい、知る必要がある情報は何か見極める 

  相談員が提供できる情報の範囲や情報源を見極める 

  相談者の理解に合わせた表現や範囲で情報支援する 

  相談者が大切にしていることや信念、価値観に基づき、主体的に意思決定するために必要な支援を総合的に考える 

（行動）  

情報の活用と相談者に応じた情報支援についての自己認識（T1-T5） 

 理論的範囲：0-24、信頼性係数 T1: α＝.818 T5:α=.890 

  相談支援に基本的な医療情報が必要なときは、がん情報サービスや患者向けガイドラインなどをよく活用している 

  インターネットで検索した情報源（ウエブサイトなど）が信頼できる医療情報を提供しているサイトであるかどうかをよく見極めている 

  自分が知らない情報に直面したときに、その情報が信頼できる情報であるかどうかをよく見極めている 

  信頼できる情報を伝えることができるようにするための情報整備を、がん相談支援センター（組織・部門）として行った 

  相談者が必要としている情報や支援のニーズによく注目している 

  相談者の情報探求パターン、情報を理解する力、求めている情報の深さなどをよくアセスメントしている 

  情報を伝える際には、相談者にあった方法でよく伝えている 

  相談者が自身の価値に基づき、さまざまな決定・行動をしていけるように支援している 



表3. 回答者の背景     

    (n) (%) 

受講者数 44 100 

回答数   

 T1: 研修前 38 86.4  
 T2: 1日目終了後 42 95.5  
 T3: 2日目事前 41 93.2  
 T4: 2日目終了後 39 88.6  
 T5: 研修終了後 3 か月 36 81.8  

受講者の年齢※   

 20歳代 1 2.4  

 30歳代 15 35.7  

 40歳代 13 31.0  

 50歳代 11 26.2  

 60歳以上 2 4.8  

がん相談支援業務経験   

 3年未満 8 19.0  
 3年以上 5年未満 7 16.7  
 5年以上 10年未満 13 31.0  
 10年以上 20年未満 13 31.0  

  20年以上 1 2.4  

 

  



表4．満足度（Reaction）         

  大変そう

思う 
そう思う 

あまりそう 

思わない 

全くそう 

思わない 

モジュール１       n=42 

講義１ 「がん専門相談員、がん相談支援センターにとっての情報支援とは」はいかがでしたか  

 内容はわかりやすかった 56.1  43.9  0.0  0.0  

 説明の速さはちょうどよかった 48.8  48.8  2.4  0.0  

 新しい気づきがあって満足感があった 52.4  40.5  7.1  0.0  

講義２ 「医療情報をどう評価するか」はいかがでしたか     

 内容はわかりやすかった 47.6  52.4  0.0  0.0  

 説明の速さはちょうどよかった 37.5  60.0  2.5  0.0  

 新しい気づきがあって満足感があった 52.4  38.1  9.5  0.0  

演習１ 「信頼できる情報を見極める」はいかがでしたか     

 進行に戸惑うことはなかった  48.8  43.9  7.3  0.0  

 自身の意見が十分に言えた 33.3  59.5  7.1  0.0  

 他の参加者の意見が十分に聴けた 48.8  46.3  4.9  0.0  

 新たな気づきがあって満足感があった 61.9  31.0  7.1  0.0  

モジュール２       n=42 

講義３ 「診療ガイドライン・活用例」はいかがでしたか   

 内容はわかりやすかった 45.2  52.4  2.4  0.0  

 説明の速さはちょうどよかった 38.1  61.9  0.0  0.0  

 新しい気づきがあって満足感があった 50.0  40.5  9.5  0.0  

演習２ 「診療ガイドラインを使ってみる」はいかがでしたか     

 進行に戸惑うことはなかった  47.6  42.9  9.5  0.0  

 自身の意見が十分に言えた 42.9  47.6  9.5  0.0  

 他の参加者の意見が十分に聴けた 50.0  38.1  11.9  0.0  

 新たな気づきがあって満足感があった 64.3  28.6  7.1  0.0  

講義４ 「がん相談支援センターでの情報整理」はいかがでしたか     

 内容はわかりやすかった 39.0  58.5  2.4  0.0  

 説明の速さはちょうどよかった 38.1  54.8  7.1  0.0  

 新しい気づきがあって満足感があった 47.6  45.2  7.1  0.0  

演習３ 「自施設の情報整理」はいかがでしたか     

 進行に戸惑うことはなかった  42.9  47.5  9.5  0.0  

 自身の意見が十分に言えた 28.6  64.3  7.1  0.0  

 他の参加者の意見が十分に聴けた 51.2  41.5  7.3  0.0  

 新たな気づきがあって満足感があった 54.8  40.5  4.8  0.0  

モジュール 3       n=39 

演習４「主訴とニーズを考える、患者の医学情報・状況を整理する」はいかがでしたか 

 進行に戸惑うことはなかった  35.9  51.3  10.3  2.6  

 自身の意見が十分に言えた 33.3  64.1  2.6  0.0  

 他の参加者の意見が十分に聴けた 61.5  35.9  2.6  0.0  

 新たな気づきがあって満足感があった 69.2  28.2  2.6  0.0  

講義５「情報支援におけるアセスメントのポイント」はいかがでしたか     

 内容はわかりやすかった 48.7  46.2  5.1  0.0  

 説明の速さはちょうどよかった 48.7  43.6  5.1  2.6  

 新しい気づきがあって満足感があった 69.2  30.8  0.0  0.0  



表4．満足度（Reaction）（つづき）     

演習５「相談者のヘルスリテラシーをアセスメントする」はいかがでしたか     

 進行に戸惑うことはなかった  30.8  53.8  12.8  2.6  
 自身の意見が十分に言えた 33.3  53.8  12.8  0.0  
 他の参加者の意見が十分に聴けた 53.8  43.6  2.6  0.0  
 新たな気づきがあって満足感があった 71.1  26.3  2.6  0.0  

講義６「情報支援における意思決定支援」はいかがでしたか     

 内容はわかりやすかった 46.2  46.2  5.1  2.6  
 説明の速さはちょうどよかった 48.7  41.0  7.7  2.6  
 新しい気づきがあって満足感があった 68.4  26.3  5.3  0.0  

演習６「相談者に必要な情報・意思決定に必要な支援」はいかがでしたか 
 進行に戸惑うことはなかった  31.6  52.6  13.2  2.6  

 自身の意見が十分に言えた 35.9  56.4  7.7  0.0  
 他の参加者の意見が十分に聴けた 53.8  43.6  2.6  0.0  
 新しい気づきがあって満足感があった 64.1  53.9  0.0  0.0  

モジュール１・2（1日目）全体について       n=42 

事前課題について      

 事前課題の量はちょうどよかった 16.7  64.3  19.0  0.0  
 事前課題の提示の時期はちょうどよかった 14.3  76.2  7.1  2.4  

研修全体を通して      

 機会があれば再度受講したいと思いますか 40.5  45.2  14.3  0.0  
 他の相談員にこの研修受講を勧めたいと思いますか 50.0  42.9  7.1  0.0  

モジュール 3（2日目）全体について       n=39 

事前課題について      

 事前課題の量はちょうどよかった 15.4  56.4  28.2  0.0  
 事前課題の提示の時期はちょうどよかった 23.1  74.4  2.6  0.0  

研修全体を通して      

 機会があれば再度受講したいと思いますか 39.5  44.7  13.2  2.6  

  他の相談員にこの研修受講を勧めたいと思いますか 59.0  33.3  5.1  2.6  

 

  



表5 .知識および行動の変化      

   平均値 ± 標準偏差  得点の分布  平均ランク   

（知識）            

 医療情報・情報源の見極め        (n=27) ※1 

  T1: 14.08  ± 2.72   9-18  1.33  T1-T2: p<.001  

  T2: 15.95  ± 2.78   9-18  2.43  T1-T5: p<.01  

  T5: 15.94  ± 1.98     2.24  T2-T5: n.s.  

             

 ガイドライン等の活用       (n=28) ※1 

  T1: 4.74  ± 1.11   2-6  1.48  T1-T2: p<.01  

  T2: 5.29  ± 1.05   2-6  2.32  T1-T5: p<.01  

  T5: 5.43  ± 0.81     2.20  T2-T5: n.s.  

             

 組織としての情報整備       (n=28) ※1 

  T1: 6.61  ± 1.64   3-9  1.63  T1-T2: p<.05  

  T2: 7.17  ± 1.64   3-9  2.18  T1-T5: p<.05  

  T5: 7.22  ± 1.53     2.20  T2-T5: n.s.  

             

 相談者のヘルスリテラシーのアセスメント    (n=27) ※1 

  T3: 19.85  ± 3.01   12-24  1.44  T3-T4: p<.05  

  T4: 22.29  ± 3.21   11-24  2.41  T3-T5: p<.001  

  T5: 21.57  ± 3.01   12-24  2.15  T4-T5: n.s.  

             

 相談者のヘルスリテラシー向上の支援    (n=29) ※1 

  T3: 4.90  ± 1.10   2-6  1.76  T3-T4: p<.05  

  T4: 5.55  ± 0.92   2-6  2.28  T3-T5: n.s.  

  T5: 5.17  ± 0.89   3-6  1.97  T4-T5: n.s.  

             

 相談者の主体的な意思決定の支援      (n=31) ※1 

  T3: 10.18  ± 1.60   6-12  1.61  T3-T4: p<.01  

  T4: 11.44  ± 1.27   7-12  2.44  T3-T5: n.s.  

  T5: 10.63  ± 1.70   6-12  1.95  T4-T5: n.s.  

（行動）            

 情報の活用と相談者に応じた情報支援についての自己認識    (n=28) ※2 

  T1: 18.38  ± 3.21   13-24  1.29   p<.01  

  T5: 19.77  ± 3.57   11-24  1.71     

 ※1）Freidman検定 ※2）Wilocoxonの符号付順位検定    

 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 
「情報から始まるがん相談支援（情報支援）」研修の地域展開に向けた検討： 

フィージビリティについての関係者へのインタビュー調査 

～情報支援研修の地域展開トライアルのプロセスと今後の展開について～ 

 

研究分担者 八巻 知香子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部（室長） 

研究協力者 清水 奈緒美 湘南医療大学 保健医療学部看護学科（准教授） 

 

研究要旨 
2021年度の研究班の取り組みとして「情報支援研修」の地域展開版のプログラムを作成

し、トライアルとして実施した。この結果について、そのトライアルのプロセスと今後の

展開について明らかにする目的でインタビュー調査を行った。調査の結果、トライアルの

プロセスが明らかになり、今後の展開への課題について次の5点が示唆された。1）WEB
運営が可能な体制を整備すること、2）地域開催の単位について、県単位、ブロック単位

といった柔軟な開催とすること、3）研修目標の達成に向けて、繰り返し開催、モジュー

ルごとの開催など柔軟な運用とすること、4）研修運営方法について、事前準備のプログ

ラムを作成すること、5）NCCが共催等の形で関与することである。 

 

A． 研究目的 
医療技術や情報端末が進歩し、患者の療養生活が

多様化する中で、がん相談支援センターには患者・

家族が抱く治療上の疑問や、精神的・心理社会的な

悩みに対応していくことが求められている。また、

がんに関する情報があふれる中で、相談者の情報リ

テラシーを把握し、患者・家族が納得できる意思決

定を支えるための情報支援が一層求められている。 
 がん専門相談員の情報支援の力を高める研修は、

従来から国立がん研究センターがん対策情報センタ

ー主催の研修の一環として年 1 回開催されてきたと

ころである。しかし、研修受講者数には限界がある。

そこで、受講者数を増やし、がん専門相談員の対応

力を向上させていくことを目的とした取り組みが必

要とされている。そこで、2021 年度の研究班の取り

組みとして「情報支援研修」の地域展開版のプログ

ラムを作成し、トライアルとして実施した。 
本編では、実施後の関係者へのインタビューから、

「情報支援研修」地域展開トライアルのプロセスと

今後の課題を明らかにする。 
 
B．研究方法 
・ 対象者：国立がん研究センターがん対策研究所（N 

CC）運営担当者5名、地域開催協力者3名、チーフ 
ファシリテーター1名。 

・ 方法：半構成的なフォーカスグループインタビュ

ー。協力者の都合に合わせて、3回のフォーカス

グループインタビューを行った。1回目はNCC関

係者3名、2回目は地域開催協力者3名（ファシリ

テーターの役割も担った者）とチーフファシリテ

ーター1名の4名、3回目はNCC関係者2名。 
・インタビュー内容： 今回の企画で担った役割、 
ご自身の地域で今後継続して展開していくこと 
を想定したときに考えること、他の地域が展開 
していくことを想定したときに体験者として考 
えることを聞き取りながら、参加者の自由な語 
りを促した。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究は、患者さんの個人情報などを扱う内容で

はなく、特記すべき事項なし。 
 
C．研究結果 
1．対象者の背景（表1） 
国立がん研究センターがん対策研究所の関係者、

地域開催協力者、チーフファシリテーターは、研究班

における分担研究者、研究協力者を全員が兼ねてい

た。 
 
2．情報支援研修地域展開トライアルのプロセス 
NCC関係者および地域開催協力者が担っていた役

割を研修の準備～開催までの時系列に沿って整理し、

図1に示した。主なプロセスは以下のとおりである。

（ ）内に発言者の立場を示した。   
 



表1 対象者の特性 

 
 

 
1) 研修プログラムの作成に係ること 
NCCで実施してきた「情報支援研修」をベースと

して研修内容を研究班で検討し、①対象者の特性を

踏まえた研修会にすること、②NCC版の情報支援研

修との差別化を考慮してプログラムの修正を行った。

具体的な内容は次のとおりである（NCC）。  
 

・研修目標の修正 
対象者が①専従でがん相談支援をしていない、②

がん情報サービスにアクセスした経験がない、③患

者用の診療ガイドラインをみたことがない人が含ま

れることを想定して、「がん情報サービスやガイドラ

インを使って相談対応してみようと思えること」に

目標を修正した。 

 人数 本研究班との関係 担っていた役割 
国立がん研究センター 
がん対策研究所 

5 研究協力者 ・研究協力者としてプログラム案の素案の 

作成と検討への協力 
・研修会開催の事務局機能 

地域開催協力者 3 研究協力者 ・研究協協力者としてプログラム案の作成へ

の協力 
・研修会についての地域内の調整 
・研修会当日のファシリテーター 

チーフファシリテーター 1 分担研究者 ・研究協協力者としてプログラム案の作成へ

の協力 
・研修会当日のチーフファシリテーター 

地域開催
協力者

NCC＆
研究班

1日目
研修(8/31）

２日目
研修（10/9)

参加者
とりまとめ

・参加者へ
事前課題等の
連絡依頼

・グループ名
簿作成

プログラム案作成（構成の検討と教材作成）

NCC

都道府県がん診療連携
拠点病院や

都道府県の相談支援部
会との調整

ファシリテー
ター事前打ち

合わせ

ファシリテー
ター事前打ち

合わせ

各都道府県のＭＬ等
を活用しての

参加者の募集と、参
加要件についてのＮ

ＣＣ
との調整・

参加者一覧を
ＮＣＣに提出

参加にあ
たっての事
前連絡事項

の周知

参加にあ
たっての事
前連絡事項

の周知

＜ファシリテーター打ち合わせと研修会当日の運営＞＊

ファシリテーターとして打合わせ参加＆
研修会当日のファシリテーショ ン

・参加者へ
事前課題等の
連絡依頼

・グループ名
簿作成

研修会
参加者 メール連絡の受け取り・研修会参加 修了証受取

修了証の
発行

修了証ひ
な形
発行

募集要項
申し込み

フォーム準備

事前課
題準備

事前課
題準備

準備期間 準備期間

図 1 NCC・地域開催協力者・研究班が担っていた役割 



・研修時間の修正 
NCCでの「情報支援研修」は5.5時間×2日間であ

ったが、地方展開版については4時間＋4.5時間とし

て計画した。 
 
・研修教材の修正 
NCCでの「情報支援研修」は、膵がんのケースを

取り上げているが、地方展開版は肺がんのケースと

した。肺がんは疫学的に多いことと、患者用のガイド

ラインが活用可能である状況から教材として取り上

げた。 
 
2）地域での開催に係る調整 
地域開催協力者は、各地域で都道府県拠点病院や

都道府県の相談支援部会との事前調整を行った。（地

域開催協力者） 
 
3）研修会開催要綱の作成や参加者受付等 
・今回の主催は研究班、共催はがん対策研究所がん

情報提供部としたので、開催要綱作成やがん専門

相談員研修Ⅲ群研修の手続きはNCCで実施した。

（NCC） 
 
・参加申し込みのフォーマットを各地域開催協力

者へエクセルの形で送信し、各地域での参加申し

込み者のデータを入力し、送信してもらう形で申

し込みを受け付けた。（NCC） 
 
4）ファシリテーター事前ミーティング 
・ファシリテーター事前ミーティング（各研修会前

3時間ずつ）のzoomのセッティング等の準備はNC
Cで行った。（NCC） 
 
・情報支援についてファシリテーターは共通の認

識をもっている必要がある。（NCC） 
・ファシリテーターミーティングは、各研修会の前

に演習を体験する形で開催し、イメージができて

効果的だった。（地域開催協力者） 
 
5）当日の運営 
・当日の運営は、WEBホスト、サブホスト、講師

対応、電話対応などを考えると5人は必要で、実際、

今回の対応は5人体制であった。（NCC） 
 
・演習の進行についてファシリテーターマニュア

ルがあったこと等で、研修の進行・運営が助けられ

た。（地域開催協力者） 

2．今回のトライアルの結果、出された今後の課題

や方向性 
1) プログラムに関すること 
・今回作成したプログラムで当面運営できるとす

れば、次回以降はプログラム作成に関する労力は

考慮する必要はないかもしれない。（NCC） 
 
2) 申し込み受付に関すること 
・メールアドレスの間違いなどがあり、受講決定通

知の送信に手間取ったので、エクセル形式の申し

込みフォームではなく、通常の研修申し込みフォ

ームを使うなど検討する必要があるかもしれない。

（NCC） 
 
・申し込みフォームがあったことで、地域としては

助けられた。（地域開催協力者） 
 
3) グループ編成に関すること 
・グループ編成をNCCで行ったが、参加者の個別

背景の情報をもたないので、あとでグループメン

バーの修正を要した。（NCC） 
 
4) ファシリテーター・チーフファシリテーターに

関すること 
・普段の業務の中で情報支援を必要とするがん相

談に対応した経験がない、またはとても少ないと

いう研修参加者を対象にファシリテートすること

を考えると、ファシリテーターとなる人は、「NC
C版の情報支援研修を修了している人」「基礎Ⅲ研

修のファシリテーター経験者」など一定の研修を

終えた人が望ましい。（NCC） 
 
・ファシリテーターの役割のハードルを上げない

で「この内容を、“とりあえず”みんなまとめよう 
ね」くらいじゃないと最初は難しいと思う。 
（地域開催協力者） 
 
・ファシリテーターを経験する中で学びを深めて

いくということもある。（地域開催協力者） 
 
・次世代を育てる意味で、自県のファシリテーター 
は自県で担えるようにしたい。次世代のファシリ

テーターのデビューの場は、自県で果たさせてあ

げたい。（地域開催協力者） 
 
・指導者研修を修了していれば、ファシリテーター

を担当してもよいと思う。（地域開催協力者） 



・ファシリテーターの確保という点では、ブロック

単位の開催が現実的かもしれない。（NCC） 
 
・今回行ったようなファシリテーターの事前打ち

合わせ（実際に演習を体験する形）を行うことは必

要と思われる。（NCC） 
 
・チーフファシリテーター、ファシリテーターは、

必要なら他の地域から出張してもらっての運営と

いう選択肢もあるとよい。（NCC） 
 
・チーフファシリテーターは、事前ミーティングで

他のファシリテーターと方向性や目標、進行を打

ち合わせができると効果的な進行が可能である。

（地域開催協力者） 
 
・チーフファシリテーターは大変そうだが、ファシ

リテーターとの模擬演習を含めた事前打ち合わせ

があれば可能だと思う。（地域開催協力者） 
 
5）当日の運営に関すること 
・WEB運営に関する当日の参加者対応は、参加者

の5％ほど（今回電話で対応した人は3人／参加者

約60人）であった。（NCC） 
 
・プログラム上、講義と演習が細かく切り替える必

要があり、それぞれの時間設定も異なり、進行によ

っては時間設定を変更する必要があるので、WEB
のメインホストをだれが担うかが研修開催の実現

には大きな課題になると思う。特に2日目は、画面

共有と音声再生などの頻度が多い。時間がタイト

なので、スムーズに行う必要もある。（NCC） 
 
・受講生がWEB研修に慣れていない方もおられて、

名前の表示の仕方がわからない、自分のグループ

がわからないなどへ対応をする必要だった。 
（NCC） 
 
・メインホストの場には2人は同時にいる必要があ

る。たとえば、音声が聞こえていない、というのも

そばで聞いてくれている人がいないとわからない。

（NCC） 
 
・WEBの器材もよいものを用意しないと音声が入

らないなどのトラブルを生じやすい。（NCC） 
 
 

・ホスト、サブホストは、一つひとつの作業は複雑

ではなく、覚えればできるものだと思うが、研修の

内容が分からないと運営は難しい。（NCC） 
 
・チーフファシリテーターが、今回はそばで時間を

指示してくれたが、そういうことも必要である。 
（NCC） 
 
・ホスト、サブホストは、ファシリテーターミーテ

ィングと研修会本番と両方の運営をする必要があ

る。（NCC） 
 
6）各地域における他の研修プログラムとの関係 
・すでにQA研修を地域で行っており、情報支援研

修を地域行うことになると、年間に2つ全国共通の

プログラムを地域で行うことになり、各県が独自

に企画する研修の回数を減らすことにはなるだろ

うが、それは歓迎されると思う。（地域開催協力者） 
 
7) 地域開催にあたっての地域における調整 
・地域においては都道府県拠点病院および各都道

府県の相談支援部会と合意形成しながら研修の開

催を準備していく必要がある。（地域開催協力者） 
 
・ブロックなど都道府県を超えた単位での開催は、

運営労力の省力化という点と、ファシリテーター

などの人材確保という点で利点がある。 
（地域開催協力者） 
 
8）今後の方針について 
・研修のゴール、ハードルを上げないで繰り返し開

催していくのがよい。（地域開催協力者） 
 
・研修内容をコンパクトにして、モジュールごとの 
分割開催などを選択肢にして繰り返し開催するこ

とを考えたい。（地域開催協力者） 
 
・オンラインで行うことによって、遠方の都道府県 
と共催が可能になったり、県内の交通の便が悪い

地域の参加が可能になったりするメリットがある。

県単位であれば、集合研修の方が参加率の高い地

域もある。（地域開催協力者） 
 
・NCCの関与があると重みが増し、開催しやすさ

がある。（地域開催協力者） 
 
・開催の事務手続きについてNCCのサポートがあ



ることで、病院の事務に相談先ができ、研修会へよ

り協力的であったので、NCCの事務的なサポート

はありがたい。（地域開催協力者） 
 
・研修の教材を変えながら繰り返し開催すること

が望ましい。（地域開催協力者） 
 
・今回と同様の役割をNCCが担うことには限界が

あり、地域でどの程度Web運営ができるかなどの

実務レベルの検討が必要と思われる。（NCC） 
 
D．考察 
インタビューの結果、情報支援研修の地域展開ト

ライアルのプロセスと今後の展開についての課題が

それぞれの立場から明らかにされた。立場や経験し

ている事柄の違いから、課題については立場によっ

て異なる意見もあったが、地域展開のプログラムと

しては今回作成されたものを活用していくことにつ

いて異論はなかった。今回開発されたプログラムを

地域で展開していくための今後の課題に注目し考察

する。 
 
1）WEB運営について 
コロナ禍の状況を踏まえて、当面WEBでの開催が

求められることが想定される。また、WEBならでは

の参加しやすさもあり、WEB開催が可能な環境を整

えることが求められる。NCC関係者から語られたW
EB運営の実際からは①WEB開催の環境が整ってい

ること、②研修会の進行を理解し、WEB機能を使い

こなせる人材があることが必要であることが語られ

ており、今後各地域の準備状況の把握をしながら必

要に応じてサポート体制を検討していく必要がある。 
 
2）地域開催の単位について 

 地域開催の規模としては、都道府県単位の開催と 
近県等と共同で開催するブロック単位での開催の選

択肢がある。地域の実情は異なるため、状況に合わせ

柔軟に企画できることが求められる。 
 

3）研修目標を達成に向けた柔軟な運用について 
結果では、研修参加者の準備状態を踏まえると、研

修のゴールやハードルを上げないで、繰り返し開催

することが必要であることが指摘された。また、モジ

ュールを分割しての弾力的なプログラム運営を可能

にして、地域において情報支援研修を開催し易くし、

研修を根付かせていくような検討が必要であること 

4）研修運営方法について 
研修運営方法としては、ファシリテーターの事前

ミーティングで模擬演習などをとりいれて準備する

ことで効果的な進行が可能であることが語られ、事

前準備のプログラム化の必要性が示された。 
 
5）NCCの関与について 
NCCの関与があることで開催を後押しできる可能

性が高いことが語られ、共催等の開催形態が求めら

れていることが示唆された。 
 
E．結論 
情報支援研修の地域展開トライアルのプロセスと

今後の展開についてインタビュー調査を行ったとこ

ろ、トライアルのプロセスが明らかになり、今後の展

開への課題について次の5点が示唆された。 
1）WEB運営が可能な体制を整備すること 
2）地域開催の単位について、県単位、ブロック単位

といった柔軟な開催とすること 
3）研修目標の達成に向けて、繰り返し開催、モジュ

ールごとの開催など柔軟な運用とすること 
4）研修運営方法について、事前準備のプログラムを

作成すること 
5）NCCが共催等の形で関与すること 
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研究要旨 
本研究では、がんと診断されて間もない人への情報提供のために作成された資材である

冊子を、適切な時期に対象となるがん患者とその家族へ届けるため、冊子の利用意向や冊

子の具体的な活用方法と今後の課題等について、がん診療に携わる医師とがん相談支援セ

ンターのがん専門相談員の視点を通じて検討することを目的とした。 
本研究を進めるにあたり、研究Ⅰ．医師を対象とした調査と研究Ⅱ．がん相談支援セン

ターを対象とした調査の企画を行った。研究Ⅰでは、医師を対象に、冊子作成の経緯や活

用方法についてのオンライン説明会を開催し、説明会前後2回の冊子に記載されているが

ん相談支援センターの認知度や冊子の利用意向について評価するWebアンケートを実施し

た。また配布を実施した医師にインタビュー調査を実施することとした。研究Ⅱでは、が

ん専門相談員（以下、相談員）を中心とする担当者へ院内での冊子の配布方法についての

検討を依頼し、次年度夏頃に、各施設での具体的な取り組みを把握するため、Webアンケ

ートを実施することとした。本稿では、医師を対象とした調査（研究Ⅰ）でのオンライン

説明会およびWebアンケートの結果と、がん相談支援センターを対象とした調査（研究

Ⅱ）の進捗状況について報告する。 
医師を対象とした調査（研究Ⅰ）でのオンライン説明会へは53名の参加があり、冊子の

活用に前向き且つ好意的な意見が聞かれた。アンケートの結果、相談支援センターに対す

る利用意向は概ね高く、冊子を手渡すことで医師・患者間の関係性や患者からの信頼度も

大きくなると評価された。一方、がん相談支援センターを対象とした調査（研究Ⅱ）で

は、冊子を配布する医師の理解や協力が得られなければ、院内での活用は難しいといった

意見が寄せられた。冊子を適切な時期に対象となるがん患者とその家族へ届けるために

は、医師の理解や協力を得ることが不可欠であり、そのための方策ついて検討していく必

要性が示された。 

 

A． 研究目的 
がん診療連携拠点病院においては、がん患者およ

びその家族に対して、外来初診時に主治医から相談

支援センターについて説明する等、診断初期の段階

からがん相談支援センターの周知を図る体制を整備

することが、がん診療連携拠点病院の整備について

（以下、整備指針とする）で求められている1)。また

主治医には十分な時間をかけたインフォームド・コ

ンセント、セカンドオピニオンや意思決定に必要な

支援を行う等、病初期から治療終了まで、患者と十分

にコミュニケーションを取り、患者の意思を尊重す

ることが求められる2)。しかし、がん相談支援センタ

ーを利用したことがある人の割合は、2015年実施の

患者体験調査では、約7%3)、2018年実施の患者体験

調査でも約14％と低い状況が続いており4)、またがん

相談支援センターを知っている人も、がん相談支援

センターが必ず設置されている拠点病院であるにも

関わらず約6割という状況であることが示された。さ

らにがんと診断された初期から患者への説明が求め

られるセカンドオピニオンや妊孕性、就労継続など

に関する医師からの情報提供やコミュニケーション

も十分でないとする報告もある。このような状況を

ふまえ、都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会

情報提供・相談支援部会とがん情報サービスが共同

し、診断後間もない人に必要な情報を届け、主治医や

医療者とのコミュニケーションの手掛かりとなるこ

とを目指し、国立がん研究センターがん編集委員会

と都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会 情報

提供・相談支援部会との共同で、「診断後間もない人

への情報提供資材」を作成することとなり、2022年2



月に完成した（冊子：資料1）。 
本研究では、がんと診断されて間もない人への情

報提供のために作成された資材である冊子を、適切

な時期に対象となるがん患者とその家族へ届けるた

め、冊子の利用意向や冊子の具体的な活用方法と今

後の課題等について、がん診療に携わる医師とがん

相談支援センターのがん専門相談員の視点を通じて

検討することを目的とした。 
 

B．研究方法 
本研究では、2つの調査研究を計画・実施した（図

1）。 
研究Ⅰ．医師を対象とした調査 
医師を対象に、冊子作成の経緯や活用方法につ

いてのオンライン説明会を企画・開催する。さらに、

説明会前後2回のWebアンケートを実施し、冊子に

記載されているがん相談支援センターの認知度や

冊子の利用意向について測定し、評価する。 
次年度に、実際の使用状況を把握するため個別

インタビューを実施する予定である。 

研究Ⅱ．がん相談支援センターを対象とした調査 
がん相談支援センターを対象とした調査では、が

ん専門相談員（以下、相談員）を中心とする担当者へ

院内での冊子の配布方法についての検討を依頼する。 
本年度末に参加協力施設を募り、次年度夏頃に、各

施設での具体的な取り組みを把握するため、Webア
ンケートを実施する予定である。 

 

 
 本稿では、医師を対象とした調査（研究Ⅰ）でのオ

ンライン説明会およびWebアンケートの結果と、が

ん相談支援センターを対象とした調査（研究Ⅱ）の進

捗状況について報告する。 

 
 
研究Ⅰ．医師を対象とした調査 
a. 対象者 
冊子の活用に関する説明会であることを明示した

上で、調査協力に同意が得られたがんの外来診療に

携わる医師とした。適格基準と除外基準は以下のと

おりである。 
 

（適格基準） 
・ がんの外来診療に携わる医師（診療科は問わない） 
・ がんと診断した患者とその家族へ冊子を手渡すこ 

とができる医師 
・ アンケート回答やオンライン説明会参加のための

安定したネットワーク接続環境、および静かな個

室などの環境を準備できる者 
（除外基準） 
  適格基準を満たさない者 
 
b. 研究デザイン 
本研究は、連結可能匿名化による量的な観察研究

と、インタビューによる質的記述的研究から成る。 
※本稿では説明会とアンケートについて報告する。 

図 1 研究の全体像 



c. 調査手順 
 具体的な調査手順は、以下の通りである。     
 (ア) 全国のがん診療連携拠点病院のメーリングリ

ストを通じて、がん診療に携わる医師へ調査

を案内した。 
(イ) 本調査に関心がある場合、メールに記載されて

いるURLの応募フォームへの登録を依頼した。 
(エ) 応募フォームより登録された対象者へは、冊子

(10冊)を無料で郵送する。また、オンライン説

明会の案内とアンケートフォームのURLはメ

ールで送付し、それぞれ参加と回答を依頼した。 
(オ) 対象者へは、実際の診療時にがんと診断した患

者や家族へ冊子を手渡してもらうよう依頼し

た。 
 
d．調査期間 
 アンケート実施期間は2022年3月1日～3月31日 
であった。 
 

【冊子に関するオンライン説明会】 
開催日時：2022年3月10日(木) 18:00～18:30 
開催内容/タイムスケジュール（当日スライド/資料2） 
18：00 説明会開始 
18：00～18：05 ご挨拶・冊子作成の背景 

高山 智子（国立がん研究センターがん対策研究所

がん情報提供部 部長） 
18：05～18：20 冊子作成経緯と医師による配布の

意義について 
山内 智香子 先生（滋賀県立総合病院  

医師／滋賀県相談支援部会長） 
18：25～18：30 質疑応答 
18：30 説明会終了 
※この説明会は録画し、アーカイブ配信した。 

https://doctor21.wksp.net/info/ 
 
c. アンケート調査の内容 
【事前・事後調査：共通項目】 
・ 個人属性（年代、性別、職位、臨床経験年数など） 
・ 施設特性（病院の種類など） 
・ がん診療の対応状況 
・ がん相談支援センターの認知度・役割の認識・実 

際の利用など 
   以下の①～⑪について 

① その病院にかかっていなくても利用できるがんの 
相談窓口である 

② 患者だけでなく、家族や友人など誰でも利用できる 
③ 安心して利用できるよう相談者の相談内容を、本人 

の了解なしに主治医をはじめ他の人に伝えることは

ない 
④ 相談者（患者や家族など）の不安などの心理的な支

援を行う 
⑤ 相談者が医師の話が十分にわからなかったときの

理解を助ける／医師が行った説明の補完をする 
⑥ 相談者に必要な情報や支援を探す手伝いをする 
⑦ 相談者の医療費や使える医療制度の説明をする 
⑧ 相談者の悩みや困りごとに応じて、必要な支

援やサービスを提案する 
  ⑨ 相談者の悩みや困りごとに応じて、対応でき

る院内や院外の窓口へ橋渡しする 
⑩ 転院先や退院後の療養先を探す 
⑪ 相談者が医師に聞きたいことを相談者と一緒

に整理する 
 

・ 診断後間もない患者さんへの説明状況 
以下の①～⑪について 
① 他の医療機関のセカンドオピニオンを受けられる

ことについて説明すること。 
② 治療が始まる前に、妊孕性温存できるか否か、必要

な対応について説明すること。 

③ がんと診断されても仕事を継続できることなど、就

労について説明すること。 
④ がん相談支援センターがあり、いつでも相談できる

ことを説明すること。 
 
【事後調査のみの項目】 
・ 冊子活用に関する認識 

以下の①～④についての評価 

この冊子を手渡すことで、 
① 医師の時間的な負担の度合い 
② 医師の心理的な負担の度合い 

③ 医師と患者との関係 
④ 医師や医療チーム、医療機関に対する患者の信頼度 

 
以下の①②についての今後の利用意向 

① この冊子を、ご自身の診療で利用したい（患者に

直接手渡したい）と思う 
② この冊子の存在と利用の仕方を、他の医師に知らせ

たいと思う 
 
d. 分析方法 
対象者の特徴を把握するため、各項目についての

記述統計を算出した。 
 
研究Ⅱ．がん相談支援センターを対象とした調査 
a. 対象者 
全国のがん診療連携拠点病院のうち、研究協力に

https://doctor21.wksp.net/info/


同意が得られたがん診療連携拠点病院のがん相談支

援センターとした。 
 
b. 研究デザイン 
本研究は、横断的観察研究である。 

※先述の通り、本稿では調査の進捗状況について報

告する。 
 
c. 調査手順 
 具体的な調査手順は、以下の通りである。 
 (ア) 全国のがん診療連携拠点病院のメーリングリ

ストを通じて、がん相談支援センターの関係者

に調査について案内した。 
(イ) 本調査に関心がある場合、メールに記載されて 

いるURLの応募フォームへの登録を依頼した。 
(エ) 応募フォームより登録された対象施設の担当 

者(主に、相談員)へ、冊子(100冊)を無料で郵送 
した。 

(オ) 担当の相談員へは、院内での冊子の配布方法に

ついての検討を依頼した。 
 
d．調査期間 
 調査募集期間は2022年3月12日～3月31日であっ 
た。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究は、個人情報は収集しないため研究倫理審

査には申請しないが、国立がん研究センター研究倫

理審査委員会より「審査不要（通知番号：6000-048）」
の判断を得て実施した。調査対象となる医師および

がん相談支援センターの相談員(研究Ⅰ・Ⅱ)へ、調査

の応募フォーム上に本研究の目的・方法・倫理的配慮

を記した説明文を提示し、文書をよく読み、調査協力

を検討するよう依頼した。また、がん相談支援センタ

ーを対象とした調査(研究Ⅱ)では、施設管理者より調

査協力に関する同意文書の提出をもって、本研究の

対象施設として登録することとした。 
 
C．研究結果 
 研究Ⅰ．医師を対象とした調査（資料3） 
医師を対象としたオンライン説明会への参加者は

53名であった。説明会に参加した医師からは「診療に

役立つ情報資材であると思う」「患者さんやご家族に

伝えたい内容がコンパクトにわかりやすくまとまっ

ている」「（冊子の）普及に向けた取り組みを推進す

べき」等の意見が聞かれた。 
説明会前後のアンケート回答者は、事前調査（以下、

事前）44人、事後調査（以下、事後）28人であった。

説明会を知ったきっかけは、「院内での一斉連絡メー

ル」「院外の関係者ネットワークのメール」「同僚の

医師からのメールや声かけ」が、それぞれ2～3割を占

めた。所属の医療機関は、大学病院が52.3％、がん専

門病院が29.5％、総合病院が18.2％であり、（国指定）

都道府県がん診療連携拠点病院が大半であった（79.
5％）。性別は男性が93.2％、年齢は40代～50代が約

7割を占め、診療科の専門領域は外科系が43.2％、内

科系が54.5％であった。施設もしくは部門管理者は

約6割であり、臨床経験年数20年以上が7割であった。 
また全ての回答者が、現在がんの診療に携わって

おり、（一月あたり）外来診療において治療を開始す

る前のがん患者さんがいるとし、がんと診断されて

間もないがん患者さんや家族等と直接話すもしくは

説明する機会があると回答した。 
相談支援センターについては、所属先の相談支援

センターの場所を「知っている」が93.2％、がん診療

連携拠点病院内にある相談支援センターの対応内容

を「知っている・利用したことがある」が86.4％であ

り、相談支援センターの具体的な役割・機能について

は、いずれの項目においても7割以上が認知されてい

た。実際に、患者さんや家族などへ案内する時などに

利用したことがある機能は「相談者に必要な情報や

支援を探す手伝いをする（事前 vs 事後：83.3％ vs
 85.0%）」「相談者の医療費や使える医療制度の説

明をする（88.9％ vs 100%）」「相談者の悩みや困

りごとに応じて、必要な支援やサービスを提案する

（83.3％ vs 85.0%）」の利用割合が高かった。同様

の項目について、今後「利用したい」とする割合が8
～9割を占め、それらの利用意向は高かった。 
診断後間もない患者さんへの説明状況のうち、「治

療が始まる前に、妊孕性温存できるか否か、必要な対

応について説明すること」は、ほとんどの患者に説明

できていないと回答した者が半数近くであったが、

その割合は事後調査で微減した（50.0％ vs 42.9%）。 
事後調査では、冊子に関する評価や今後の利用意

向について尋ねた。医師が冊子を患者さんに直接手

渡すことで生じ得る時間的な負担の度合いは「変わ

らない（53.6％）」「大きくなる（28.6％）」「小さ

くなる（14.3％）」であった。同様に、医師の心理的

負担の度合いは「小さくなる（53.6％）」「変わらな

い（32.1％）」「大きくなる（10.7％）」であった。

また、冊子を手渡すことで医師と患者との関係は良

好になるが53.6％、医師や医療チーム・医療機関に対

する患者の信頼度は大きくなるが78.6％であった。 



研究Ⅱ．がん相談支援センターを対象とした調査 
 調査募集期間中、33施設より応募があった。応募が

あった施設の所在地は、宮城県(1)、埼玉県(1)、東京

都(2)、神奈川県(2)、富山県(1)、福井県(1)、長野県(4)、
岐阜県(1)、愛知県(3)、三重県(1)、大阪府(1)、兵庫県

(1)、奈良県(1)、和歌山県(1)、岡山県(1)、広島県(3)、
徳島県(1)、香川県(2)、愛媛県(1)、福岡県(3)、鹿児島

県(1)であった。※( )内、施設数 
 また調査に関する問い合わせの内容として、調査

へは関心があるとしながらも、「冊子を配布する医師

の理解や協力が得られなければ、院内での活用は難

しい」といった意見が寄せられ、調査への参加を見合

わせる施設もあった。 
 
D．考察 
医師を対象とした調査では、オンライン説明会の

参加者より冊子活用に前向き且つ好意的な意見が聞

かれた。また、アンケートでも相談支援センターに対

する利用意向は概ね高く、冊子を手渡すことで医師・

患者間の関係性は良好となり、患者からの信頼度も

大きくなると認識されていた。今回実施したオンラ

イン説明会では、実際に冊子作成に関わった医師よ

り作成経緯を説明し、手元で冊子を確認しながらそ

の説明を聞くことができるよう、冊子の事前配布な

どの対応をとった。説明会へは、本テーマに関心を持

つ医師が多く参加したと推察されるが、実施の冊子

を手に取って、同じ医師の立場から冊子に関する説

明を聞く機会を設けたことは、効果的であったと評

価できる。 
一方、がん相談支援センターを対象とした調査（研

究Ⅱ）では、冊子を配布する医師の理解や協力が得ら

れなければ、院内での活用は難しいといった意見が

寄せられた。冊子を適切な時期に対象となるがん患

者とその家族へ届けるためには、医師の理解や協力

を得ることが不可欠であり、そのための方策ついて

検討していく必要性が示された。 
今後は、医師を対象としたアンケート調査で得ら

れたデータの詳細な分析とインタビュー調査により、

医師の視点を通して、冊子の活用促進に向けた課題

抽出する予定である。また、相談支援センターでの冊

子活用に関する取り組みを把握するためのアンケー

ト調査も企画しており、それらの結果を踏まえ、医師

に対する働きかけなどについて検討を行い、診療時

に冊子を手に取り活用できる環境を整備することが

求められる。 
 

E．結論 
がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された資材である冊子の利用意向や具体的な

活用方法と今後の課題等を検討するため、がん診療

に携わる医師とがん相談支援センターを対象とした

調査を企画した。この冊子を適切な時期に対象とな

るがん患者とその家族へ届けるためには、医師の理

解や協力を得ることが不可欠であり、そのための方

策ついて検討していく必要性が示された。今後、医師

を対象としたインタビューや相談支援センターを対

象としたアンケートにより、外来診療や院内での活

動において冊子を活用する当事者の視点や認識を把

握する予定である。 
 
F．健康危険情報 

  特になし 
 
G．研究発表 

1．論文発表  なし 

2．学会発表  なし 
 
 

H．知的財産権の出願・登録状況  
 
1. 特許取得 2. 実用新案登録 3. その他 なし 
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「診断されて間もない⼈への情報提供資材」の評価と活⽤に関するアンケート

度数 構成⽐
(％) 度数 構成⽐

(％)
44 100.0 28 100.0

1．同意する 44 100.0 25 89.3
2．同意しない 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7

１．オンライン説明会をお知りになったきっかけについて、お尋ねします。
1．院内での⼀⻫連絡メールから 17 38.6 6 24.0
2．院外の関係者ネットワークの連絡メールから 12 27.3 6 24.0
3．所属診療科の連絡メールから 4 9.1 4 16.0
4．同僚の医師からのメールや声かけで 10 22.7 7 28.0
5．その他 2 4.5 2 8.0

２．ご所属の医療機関やあなたについて、お尋ねします。
1．⼤学病院 23 52.3 14 50.0
2．がん専⾨病院 13 29.5 7 25.0
3．総合病院 8 18.2 4 14.3
4．その他 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
1．（国指定）都道府県がん診療連携拠点病院 35 79.5 22 78.6
2．（国指定）地域がん診療連携拠点病院、その他のがん診療連携拠点病院 8 18.2 3 10.7
3．（都道府県独⾃の指定）がん拠点病院やがん関連の協⼒病院など 1 2.3 0 0.0
4．わからない 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
1．施設管理者（院⻑・副院⻑など） 5 11.4 3 10.7
2．部⾨管理者（部⻑/科⻑・医⻑など） 21 47.7 11 39.3
3．医師 18 40.9 11 39.3
4．その他 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
10年以下 2 4.5 2 7.1
11-15年 6 13.6 3 10.7
16-20年 9 20.5 4 14.3
21-25年 9 20.5 7 25.0
26-30年 9 20.5 5 17.9
31-37年 9 20.5 4 14.3
無回答 0 0.0 3 10.7
1．外科系 19 43.2 11 39.3
2．内科系 24 54.5 13 46.4
3．その他 1 2.3 1 3.6
対象外 0 0.0 3 10.7
1．20代 1 2.3 1 3.6
2．30代 6 13.6 4 14.3
3．40代 15 34.1 8 28.6
4．50代 15 34.1 10 35.7
5．60代 7 15.9 2 7.1
6．70代以上 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
1．男性 41 93.2 23 82.1
2．⼥性 3 6.8 2 7.1
3．無回答 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7

３．あなたの診療について、お尋ねします。
10⼈以下 9 20.5 6 21.4
11-20⼈ 13 29.5 6 21.4
21-30⼈ 9 20.5 6 21.4
31-80⼈ 13 29.5 7 25.0
無回答 0 0.0 3 10.7
1⼈ 1 2.3 1 3.6
2⼈ 2 4.5 1 3.6
3⼈ 6 13.6 3 10.7
4⼈ 5 11.4 1 3.6
5⼈ 8 18.2 5 17.9
8⼈ 2 4.5 2 7.1
10⼈ 7 15.9 4 14.3
11-20⼈ 6 13.6 4 14.3
21-60⼈ 7 15.9 4 14.3
無回答 0 0.0 3 10.7
1．はい 44 100.0 25 89.3
2．いいえ 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
1．はい 44 100.0 25 89.3
2．いいえ 0 0.0 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7

◆ 本アンケート調査への協⼒について

7）あなたの性別を教えてください。

1）あなたが⼀⽉あたり外来診療で接する患者さんは何⼈くらいで

2）あなたが⼀⽉あたり外来診療で接する患者さんのうち、治療を
開始する前のがん患者さんは何⼈くらいですか。

3）現在、がんの診療に携わっていますか。

4）がんと診断されて間もない患者さんや家族などと直接話すこと
や、説明する機会はありますか。

今回のオンライン説明会には、どのような経緯で参加することになり
ましたか。この説明会を知ったきっかけ（経緯）について教えてくだ
さい。

2）現在ご所属の医療機関（主に勤務されている医療機関）
は、がんの領域で厚⽣労働省や都道府県から指定を受けている
病院ですか。

1）現在ご所属の医療機関（主に勤務されている医療機関）
を、以下よりお選びください。

3）現在ご所属の医療機関（主に勤務されている医療機関）で
の、あなたの職位または⽴場を教えてください。

4）臨床経験年数を教えてください。あてはまる数字をご⼊⼒くだ

5）あなたの診療科のご専⾨領域を教えてください。

6）あなたの年代を教えてください。1つをチェックしてください。

質　　問　　項　　⽬

事前調査 事後調査
回答者 回答者

資料3



４．ご所属の医療機関の「がん相談⽀援センター」について、お尋ねします。
1．はい 41 93.2 23 82.1
2．いいえ 3 6.8 2 7.1
対象外 0 0.0 3 10.7
1．知っている・利⽤したことがある 38 86.4 21 75.0
2．知らない・利⽤したことがない・わからない 6 13.6 4 14.3
対象外 0 0.0 3 10.7
1．その病院にかかっていなくても利⽤できるがんの相談窓⼝である 29 76.3 20 76.9
2．患者だけでなく、家族や友⼈など誰でも利⽤できる 37 97.4 24 92.3
3．安⼼して利⽤できるよう相談者の相談内容を、本⼈の了解なしに主治医をはじ
め他の⼈に伝えることはない 34 89.5 21 80.8

4．相談者（患者や家族など）の不安などの⼼理的な⽀援を⾏う 38 100.0 24 92.3
5．相談者が医師の話が⼗分にわからなかったときの理解を助ける／医師が⾏った
説明の補完をする 37 97.4 23 88.5

6．相談者に必要な情報や⽀援を探す⼿伝いをする 38 100.0 24 92.3
7．相談者の医療費や使える医療制度の説明をする 38 100.0 24 92.3
8．相談者の悩みや困りごとに応じて、必要な⽀援やサービスを提案する 38 100.0 24 92.3

　9．相談者の悩みや困りごとに応じて、対応できる院内や院外の窓⼝へ橋渡しする 38 100.0 24 92.3
10．転院先や退院後の療養先を探す 30 78.9 18 69.2
11．相談者が医師に聞きたいことを相談者と⼀緒に整理する 33 86.8 21 80.8
1．利⽤したことがある 36 81.8 20 71.4
2．利⽤したことがない 7 15.9 5 17.9
3．「がん相談⽀援センター」のことは知らない 1 2.3 0 0.0
対象外 0 0.0 3 10.7
1．その病院にかかっていなくても利⽤できるがんの相談窓⼝である 12 33.3 6 30.0
2．患者だけでなく、家族や友⼈など誰でも利⽤できる 17 47.2 10 50.0
3．安⼼して利⽤できるよう相談者の相談内容を、本⼈の了解なしに主治医をはじ
め他の⼈に伝えることはない 13 36.1 6 30.0

4．相談者（患者や家族など）の不安などの⼼理的な⽀援を⾏う 25 69.4 14 70.0
5．相談者が医師の話が⼗分にわからなかったときの理解を助ける／医師が⾏った
説明の補完をする 21 58.3 9 45.0

6．相談者に必要な情報や⽀援を探す⼿伝いをする 30 83.3 17 85.0
7．相談者の医療費や使える医療制度の説明をする 32 88.9 20 100.0
8．相談者の悩みや困りごとに応じて、必要な⽀援やサービスを提案する 30 83.3 17 85.0
9．相談者の悩みや困りごとに応じて、対応できる院内や院外の窓⼝へ橋渡しする 26 72.2 14 70.0
10．転院先や退院後の療養先を探す 26 72.2 14 70.0
11．相談者が医師に聞きたいことを相談者と⼀緒に整理する 19 52.8 10 50.0
1．利⽤したい 38 86.4 21 75.0
2．利⽤したい機能はない 1 2.3 1 3.6
3．わからない 5 11.4 3 10.7
対象外 0 0.0 3 10.7
1．その病院にかかっていなくても利⽤できるがんの相談窓⼝である 27 73.0 15 75.0
2．患者だけでなく、家族や友⼈など誰でも利⽤できる 26 70.3 13 65.0
3．安⼼して利⽤できるよう相談者の相談内容を、本⼈の了解なしに主治医をはじ
め他の⼈に伝えることはない 24 64.9 12 60.0

4．相談者（患者や家族など）の不安などの⼼理的な⽀援を⾏う 29 78.4 15 75.0
5．相談者が医師の話が⼗分にわからなかったときの理解を助ける／医師が⾏った
説明の補完をする 30 81.1 15 75.0

6．相談者に必要な情報や⽀援を探す⼿伝いをする 31 83.8 16 80.0
7．相談者の医療費や使える医療制度の説明をする 33 89.2 16 80.0
8．相談者の悩みや困りごとに応じて、必要な⽀援やサービスを提案する 32 86.5 17 85.0
9．相談者の悩みや困りごとに応じて、対応できる院内や院外の窓⼝へ橋渡しする 31 83.8 17 85.0
10．転院先や退院後の療養先を探す 32 86.5 17 85.0
11．相談者が医師に聞きたいことを相談者と⼀緒に整理する 29 78.4 15 75.0

５．普段の診療における新たにがんと診断された患者さんへの説明状況について、お尋ねします。
1．ほとんどの患者に説明できていない 9 20.5 6 21.4
2．2，3割の患者に説明できている 13 29.5 8 28.6
3．約5割の患者に説明できている 3 6.8 2 7.1
4．7，8割の患者に説明できている 12 27.3 6 21.4
5．すべての患者に説明できている 7 15.9 3 10.7
対象外 0 0.0 3 10.7
1．ほとんどの患者に説明できていない 22 50.0 12 42.9
2．2，3割の患者に説明できている 10 22.7 7 25.0
3．約5割の患者に説明できている 1 2.3 0 0.0
4．7，8割の患者に説明できている 5 11.4 3 10.7
5．すべての患者に説明できている 6 13.6 3 10.7
対象外 0 0.0 3 10.7
1．ほとんどの患者に説明できていない 8 18.2 5 17.9
2．2，3割の患者に説明できている 8 18.2 5 17.9
3．約5割の患者に説明できている 6 13.6 2 7.1
4．7，8割の患者に説明できている 14 31.8 10 35.7
5．すべての患者に説明できている 8 18.2 3 10.7
対象外 0 0.0 3 10.7
1．ほとんどの患者に説明できていない 9 20.5 6 21.4
2．2，3割の患者に説明できている 12 27.3 7 25.0
3．約5割の患者に説明できている 5 11.4 2 7.1
4．7，8割の患者に説明できている 13 29.5 8 28.6
5．すべての患者に説明できている 5 11.4 2 7.1
対象外 0 0.0 3 10.7

4)で”1.利⽤したい”と回答した⽅へ
「がん相談⽀援センター」について、今後、患者さん
や家族などへの案内など、医師ご⾃⾝として利⽤し
たい機能について、あてはまるもの全てをチェックしてく
ださい。

1）他の医療機関のセカンドオピニオンを受けられることについて説
明すること。

2）治療が始まる前に、妊孕性温存できるか否か、必要な対応に
ついて説明すること。

3）がんと診断されても仕事を継続できることなど、就労について説
明すること。

4）がん相談⽀援センターがあり、いつでも相談できることを説明す
ること。

2）がん診療連携拠点病院内にある「がん相談⽀援センター」の
対応内容をご存知ですか。

2)で”1.知っている・利⽤したことがある”と回答した
⽅へ
「がん相談⽀援センター」での対応のうち、既に知って
いるもの全てにチェックしてください。

3）これまでに患者さんや家族などへ案内する時など、医師ご⾃⾝
として「がん相談⽀援センター」を利⽤されてたことがありますか。

3)で”1.利⽤したことがある”と回答した⽅へ
「がん相談⽀援センター」ついて、患者さんや家族な
どへ案内する時など、医師ご⾃⾝として利⽤している
機能について、あてはまるもの全てにチェックしてくださ
い。

4）今後、患者さんや家族などへ案内する時など、医師ご⾃⾝と
して「がん相談⽀援センター」を利⽤したい機能はありますか。

1）ご所属の医療機関内の「がん相談⽀援センター」の場所を
知っていますか。



度数 構成⽐
(％)

28 100.0

1．とても⼤きくなる 1 3.6
2．⼤きくなる 8 28.6
3．変わらない 15 53.6
4．⼩さくなる 4 14.3
5．とても⼩さくなる 0 0.0
対象外 0 0.0
1．とても⼤きくなる 1 3.6
2．⼤きくなる 3 10.7
3．変わらない 9 32.1
4．⼩さくなる 15 53.6
5．とても⼩さくなる 0 0.0
対象外 0 0.0
1．とても良好になる 3 10.7
2．良好になる 15 53.6
3．変わらない 10 35.7
4．不良になる 0 0.0
5．とても不良になる 0 0.0
対象外 0 0.0
1．とても⼤きくなる 3 10.7
2．⼤きくなる 22 78.6
3．変わらない 3 10.7
4．低下する 0 0.0
5．とても低下する 0 0.0
対象外 0 0.0

この冊⼦の利⽤意向についておたずねします。率直な感想をお聞かせください。
1．とてもそう思う 12 42.9
2．そう思う 13 46.4
3．どちらともいえない 3 10.7
4．そう思わない 0 0.0
5．まったくそう思わない 0 0.0
対象外 0 0.0
1．とてもそう思う 12 42.9
2．そう思う 14 50.0
3．どちらともいえない 2 7.1
4．そう思わない 0 0.0
5．まったくそう思わない 0 0.0
対象外 0 0.0

事後調査
回答者

質　　問　　項　　⽬

医師がこの冊⼦を直接⼿渡すことで、医師の⼿渡す⼿間や説明などが必要になるかもしれません。
また⼀⽅で、医師からすべてを説明する時間的な負担が軽減することが期待できるかもしれません。
総合的に⾒て、以下の観点についてどのように感じられますか。現時点においての率直な印象をお聞かせください。

(2) この冊⼦を⼿渡すことで、医師の⼼理的な負担の度合いは

(3) この冊⼦を⼿渡すことで、医師と患者との関係は

(4) この冊⼦を⼿渡すことで、医師や医療チーム、医療機関に対
する
患者の信頼度は

(1) この冊⼦を、ご⾃⾝の診療で利⽤したい（患者に直接⼿渡
したい）と思う

(2) この冊⼦の存在と利⽤の仕⽅を、他の医師に知らせたいと思
う

(1) この冊⼦を⼿渡すことで、医師の時間的な負担の度合いは



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

診断されて間もない人への情報提供資材の活用に向けた検討 

～医師や医療者が効果的に活用するには～ 

 

研究分担者 鈴宮 淳司 社会医療法人駿甲会 コミュニティホスピタル甲賀病院（副院長）  

 

研究要旨 

がんの診断後間もない患者を対象として作成された情報提供資材（冊子）『がんと診断さ

れたあなたに知ってほしいこと』の普及および活用方法に関して、臨床現場の医師および病

院管理者の立場から議論に参加した。医師や医療者がこの冊子を活用するためには、冊子活

用によるメリットを周知すると共に、がん診療連携拠点病院をはじめとする各施設の管理

者や担当者（問題意識を持つ医師、がん専門相談員など）を巻き込み、主治医が診療時に冊

子を使用できる環境や体制を整備することが求められる。 

 

A． 研究目的 

本研究班では、がんの診断後間もない患者を対象

として作成された情報提供資材（冊子）『がんと診

断されたあなたに知ってほしいこと』の普及のため

の方策を提示することを目的としている。臨床現場

の医師および病院管理者の立場から議論に参加し、

具体的な活用方法について検討を行った。 

 

B． 研究方法 

臨床現場の医師および病院管理者の立場から、本

研究での調査や具体的な活用方法についての議論に

参加し、研究班内で意見交換を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、個人情報などを扱う内容ではなく、特に

倫理面の配慮の必要はない。 

 

C． 研究結果 

がんの診断後間もない患者を対象として作成され

た情報提供資材（冊子）『がんと診断されたあなたに

知ってほしいこと』へは、患者・家族にとって役立つ

情報が網羅的に掲載されている。冊子の作成段階で

は、患者・家族ががんと診断された事実に動揺し、必

要な情報を見極めることが困難となることやその心

情に配慮し、最も重要な情報を分かりやすく記載す

ることに努めた。そのため、医師・医療者は、診断初

期の患者・家族に説明する必要のある項目のチェッ

クリストとして、この冊子を使用することができる。

特に、就労支援や妊孕性温存、がん相談支援センター

についての情報も記載されているため、患者・家族に

とって必要な情報が説明されないといった事態を防

ぐことができると考えられる。また、医師・医療者が

冊子を活用することにより、患者・家族とより詳細な

話し合いが可能となり、診断初期から患者・家族－医

師・医療者間の信頼関係の構築に寄与することが期

待される。 

 

D．考察 

医師・医療者が冊子を活用することにより、患者や

家族へ必要な情報が届けられることが期待される。

今後は、本研究班での取り組み（冊子に関するオンラ

イン説明会や実際に冊子を利用した医師へのアンケ

ートおよびインタビュー調査など）を通じて医師・医

療者へ冊子活用によるメリットを周知することが必

要である。まずは、がん診療連携拠点病院をはじめと

する各施設の管理者や担当者（問題意識を持つ医師、

がん専門相談員など）を巻き込み、主治医が診療時に

冊子を使用できる環境や体制整備が求められる。 

 

E．結論 

がんの診断後間もない患者を対象として作成され

た冊子の普及には、医師・医療者による活用を進める

ことが重要である。今後も活用促進に向けた取り組

みが必要であると考えられた。 

 

F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

1．論文発表  
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Kim WS, Lee SJ, Kim SH, Ahn KY, Buske 

C. Efficacy and Safety of CT-P10 Versus Ri

tuximab in Untreated Low-Tumor-Burden F

ollicular Lymphoma: Final Results of a Ran

domized Phase III Study. Clin Lymphoma 

Myeloma Leuk. Vol,22. pp89-97,2022. 

2) Wanitpongpun C, Honma Y, Okada T, Suzu

ki R, Takeshi U, Suzumiya J. Tamoxifen e

nhances romidepsin-induced apoptosis in T-c

ell malignant cells via activation of FOXO1 

signaling pathway. Leuk Lymphoma. Vol,62.

 pp1585-1596. 2021. 

3)  Izutsu K, Suzumiya J, Takizawa J, Fukase

 K, Nakamura M, Jinushi M, Nagai H. Rea

 l World Treatment Practices for Mantle Ce

 ll Lymphoma in Japan: An Observational  
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 J Clin Exp Hematop. Vol,61.pp135-144. 20 

 21. 
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 Nakamura M, Jinushi M, Suzumiya J. Re 

 al World Treatment Practices for Chronic  

 Lymphocytic Leukemia in Japan: An Obse 

 rvational Database Research Study (CLIM 

 BER-DBR). J Clin Exp Hematop. Vol,61.pp

 126-134. 2021. 

5)  Izutsu K, Ando K, Ennishi D, Shibayama 

H, Suzumiya J, Yamamoto K, Ichikawa S, 

Kato K, Kumagai K, Patel P, Iizumi S, H

ayashi N, Kawasumi H, Murayama K, Na

gai H. Safety and antitumor activity of ac

alabrutinib for relapsed/refractory B-cell m

alignancies: A Japanese phase I study. Ca

ncer Sci. Vol,112. pp2405-2415. 2021. 

6)  鈴宮淳司. 慢性リンパ性白血病とその類縁疾患

のWHO分類と診断アルゴリズム. 日本臨牀. V

ol,79. Pp1705-1713. 2021. 

7)  鈴宮淳司.がん領域診療ガイドラインのアップ

デート造血器腫瘍. 腫瘍内科. Vol,28. pp628-6

36. 2021. 

 

2．学会発表 なし 

 

3．書籍 

・鈴宮淳司. 悪性リンパ腫. 日本臨床検査医学会ガ

イドライン作成委員会. 臨床検査のガイドライン 

JSLM 2021. 宇宙堂八木書店. 東京. pp432-439. 

2021. 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

 

2. 実用新案登録 なし 

 

3. その他 なし 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

診断されて間もない人への情報提供資材の評価と活用に関する研究 

 

研究分担者 藤 也寸志 国立病院機構九州がんセンター（院長）  

 

研究要旨  

本年度は、本研究班として作成された情報提供資材（冊子）『がんと診断されたあなたに

知ってほしいこと』の活用方法に関して議論を行った。その冊子には、診断後間もない患者

へ医師等が情報提供することが求められるが、実際には提供が不十分とされていることが

平易な記載で網羅されており、さらに患者をがん相談支援センターへつなぐ大きな役割を

果たすことが期待される。本研究班では、医師の冊子活用意向や負担感の度合いに関して、

医師へのアンケート・インタビュー調査およびがん相談支援センターへのアンケート調査

が計画されている。本年度は、これらの実施の前提となる、冊子が新規に作成された経緯や

冊子の利用方法などについて、どのように医師等に認識させるかの検討を行った。 

 

A． 研究目的 

がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された「診断後間もない人への情報提供資材

（冊子）」（2022年2月公開、5月より拠点病院で

の利用開始）の普及と活用方法について検討する。

本年度は、活用の前提となる本冊子の意義や活用方

法についての医師の認識向上の方法について検討を

行った。 

 

B． 研究方法 

1. 医師を中心とした現場スタッフへ、本冊子に関

する説明会を開催する。 

2. 冊子の手渡しと効果の検証のためのシステムを

整備する。 

3. 本研究班の計画である「医師への事前・事後のア

ンケート調査」「医師へのインタビュー調査」「が

ん相談支援センターを対象としたアンケート調

査」へ参画をする。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究における情報の分析・調査については、原則

として匿名化したデータを扱うため、個人情報保護

上は特に問題は発生しないと考える。 

 

C． 研究結果 

以下、九州がんセンターで行う予定の取り組みを

列挙する。 

1. 分担研究者から、がん相談支援センター所属の

医師、がん専門相談員に加えて、幹部（院長・副

院長・看護部長・事務部長等）へ、本冊子に関し

て説明を行い、その意義の共通認識を深める。 

（がん相談支援センター所属の医師は、本冊子

の作成協力者であり、看護師長と看護師は、本研

究班の協力者でもあるため、既に十分認識はし

ている） 

2. 医師を対象とした説明会の開催 

各診療科部長や医長に対して、本冊子を配布し、

その意義や活用方法についての説明を行う。そ

の際に、研究班作成の動画を用いる予定である。 

（2022年5月頃より開始予定） 

3. 引き続き、がん専門相談員や入退院支援センタ

ー看護師等を中心として、同様の説明会を行う。 

4. （2022年6月頃より開始予定） 

5. 以上に加えて、がん専門相談員を中心として、全

病棟に出前講座を頻回に行うことによって、ス

タッフ医師や病棟看護師等への認識も高める。 

（九州がんセンターでは、種々の情報共有のた

めの病棟や部門への出前講座が頻回に行われて

いる。このような活動の土壌は培われている。） 

（2022年7月頃より9月頃を目途に、各部門への

説明出前講座を順次開始する予定） 

6. 以上を前提として、本研究班の計画である「医師

への事前・事後のアンケート調査」「医師へのイ

ンタビュー調査」「がん相談支援センターを対象

としたアンケート調査」へ参画をする。 

 

D．考察 

本情報提供資材『がんと診断されたあなたに知っ

てほしいこと』の活用が進めば、診断後間もないがん

患者や家族にとって必要な情報が、伝わりやすくな



ると期待される。ただし、がん相談支援センターの紹

介を目的としたリーフレット等はすでに作られてい

る場合が多いにも関わらず、がん相談支援センター

の周知が不十分な実態がある。このことは、本冊子を

如何にしてがん患者・家族に届けるかに関しての有

効なシステム整備がないと、その効果を発揮するに

は至らないことが予想される。そのためには、まず現

場の医師や看護師に、（従来の単なるリーフレットと

は異なる）本冊子の内容の理解と意義を認識させな

ければならない。  

そのための医師・看護師等への説明会の継続的な開

催は必須である。しかし、冊子を手渡せば済むという

認識では不十分である。冊子の手渡し機会の増加に

とどまらず、本冊子は、以下のような効果をもたらす

ことも期待される。 

⚫ まず、医師にとって説明が必要な項目の理解を

高める。 

就労支援や生殖機能温存などの説明の必要性の

認識は、医師においても未だ不十分である実態

を改善できる可能性がある。 

⚫ それらの説明に十分な時間が割きにくい医師に

とっても、平易な言葉で示される情報は、情報提

供資材として役に立つ（負担感の軽減）という認

識を持つことができる。 

⚫ さらに、利用価値を認めた医師による、周辺の医

師への利用促進がなされる。 

 

E．結論 

がんと診断されて間もない人への情報提供のため

に作成された冊子『がんと診断されたあなたに知っ

てほしいこと』の普及と活用を進めることにより、情

報が不足しているがん患者・家族の減少、がん相談

支援センターの周知と利用の促進、さらにはその説

明をする医師をはじめとした現場スタッフの負担軽

減がもたらせることが期待される。そのための配布

のための確固たるシステム整備が求められる。 

 

F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

1．論文発表 

I 著書  なし 

 

II 総説   

1. 藤也寸志.がん医療の現場から医療情報の提供

体制を考える. 九州外誌 2021;5:1. 

2. 藤也寸志,渡邊雅之, 松原久裕, 土岐祐一郎.特

別企画「各疾患登録と NCD の課題と将来」

NCD における食道がん全国登録への期待と問

題点. 日外誌 2021;122(6):716-718. 

 

III 原著 
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programs in Japan. Journal of Cancer 
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information and support activities under the 
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Public Health Manag Pract. 27: E87-99, 2021 

3. Takayama T, Inoue Y, Yokota R, Hayakawa M, 
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provision of a question and answer resource 
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Ⅳ 症例報告  なし 

 

V 学会発表 なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

 

1. 特許取得   なし 

 

2. 実用新案登録 なし 

 

3. その他    なし 



厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

診断されて間もない人への情報提供資材の活用に関する研究 

 

研究分担者 石井 亜矢乃 岡山大学病院 総合患者支援センター（副センター長・准教授） 

 研究協力者 石橋 京子  岡山大学病院 総合患者支援センター（医療ソーシャルワーカー） 

 

研究要旨 

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会 情報提供・相談支援部会とがん情報サービス

が共同し、診断後間もない人への情報提供資材「がんと診断されたあなたに知って欲しい

こと（冊子）」が作成された。それに伴い本研究「診断されて間もない人への情報提供資

材の活用に関する研究」では、医師への周知と活用に関するアンケート・インタビュー調

査（調査Ⅰ）と施設内での冊子の効果的な周知と活用方法に関する調査（調査Ⅱ）への参

加を県内および自施設の医師やがん相談員に協力依頼し、がん相談支援センターの周知・

活用に向けた体制づくりとして、冊子の普及・活用を促進するための方策やがん相談支援

センターの周知活動などについて検討を行った。 

今回どれだけの院内の医師が調査Ⅰに参加したかは不明であるが、医師にがん相談支援

センターの認知やがん相談支援センターが行っている業務の理解を深めるのに役立ち、冊

子を配布する利点の理解やがん相談支援センターとの連携強化に繋がる契機となったと思

われる。調査Ⅱついては、院内での冊子の普及・活用に関して組織的な取り組みについて

検討した。合わせて当院がん相談センターが既に作成しているリーフレットやパンフレッ

ト等を配布するような仕組みも検討でき、患者やその家族の世代に合ったより多くの情報

を提供できることに繋がると思われる。今後、冊子のおおよその配布数を把握し、冊子配

布によるがん相談支援センターの相談件数への影響（外来相談の増加等）、冊子に掲載さ

れた情報の相談の増加など検討していく予定である。 

 

A． 研究目的 

本研究では、下記の調査（Ⅰ,Ⅱ）(研究責任者:高

山智子)について県内・院内の医師やがん相談支援

センターの相談員に協力依頼し、がん相談支援セン

ターの周知・活用に向けた体制づくりとして、都道

府県がん診療連携拠点病院連絡協議会情報提供・相

談支援部会とがん情報サービスが共同作成した診

断後間もない人への情報提供資材「がんと診断され

たあなたに知って欲しいこと（冊子）」（以下、冊

子）の普及・活用を促進するための方策やがん相談

支援センターの周知活動などについて検討するこ

とを目的とする。 

 

調査Ⅰ 医師への周知と活用に関するアンケート・

インタビュー調査： 

1） 医師を対象とした冊子についてのオンライン説

明会開催前後における、冊子の利用意向やがん相談

支援センターの認知度などの認識について経時的

変化を明らかにすること。 

2）実際に冊子を配布した医師を対象としたインタ

ビュー調査により、冊子を配布する利点やがん相談

支援センターとの連携など今後の課題について、が

ん診療に携わる医師の視点を通じて明らかにする

こと。 

調査Ⅱ 施設内での冊子の効果的な周知と活用方

法に関する調査： 

がん相談支援センターのがん専門相談員が中心と

なり医師を含む多職種で行った院内での冊子活用

に関する組織的な取り組みについて明らかにする

こと。 

 

B．研究方法 

調査Ⅰ：2021年12月岡山県がん診療連携協議会

および2022年1月のがん相談実務者会議、2022年1、

2月院内の腫瘍センター運営委員会において調査の

説明と協力依頼を行った。腫瘍センター運営委員会

では各診療科の医師への伝達も依頼した。2022年2

月岡山大学病院長および腫瘍センター長に相談し、

院内の情報伝達者の医師宛（約170名）にメールで

協力を依頼、自身が所属する診療科にも個別で協力

を依頼した。 

調査Ⅱ：2022年1月のがん相談実務者会議で調査



の説明と協力を依頼し、2022年3月岡山県内のがん

相談支援センターのある病院にメールにて参加協

力依頼を行った。当院は参加を申し込み、2022年3

月当院総合患者支援センター内にあるがん相談支

援センターのがん相談員と院内での冊子の普及・活

用に関して議論した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、患者さんの個人情報などを扱う内容で 

はなく、特記すべき事項なし。 

 

C．研究結果 

調査Ⅰ： 

各個人での調査への参加であるため、説明会への

参加状況については把握できていない。 

 

調査Ⅱ： 

県内のがん相談支援センターの調査への参加施

設数については把握できていない。当院でもまだ冊

子の配布には至っていないが、その配布方法等につ

いて検討したので結果報告する。 

当院のがん相談支援センターで2019年度に作成

している初診時カードでさえなかなか主治医に配

布してもらえていない状況である。2021年度当院

がん相談支援センターの案内のリーフレットを作

成し主治医より配布してもらうことを当初考えて

いたが、腫瘍センター長とも相談し、新たなリーフ

レットを診察室に配置する場所も少なく、主治医か

ら配布してもらうことは困難と判断し、初診時カー

ドをがん相談支援センターに持参した患者にリー

フレットを配布することとしていた。そのような状

況下であったことから、今回の新たな冊子について

も直接主治医からの配布は難しいと考え、次のよう

な手順（①-③）で患者に配布することとなった。 

 

① 医師に再度、がんと診断されて間もない人への

初診時カードの配布を文章で依頼する。依頼時

にがん相談支援センターで相談できる内容や

配布できる冊子やリーフレットの説明も行う。 

② 世代に応じた情報を届けれるようリーフレッ

トやパンフレットなど3つのパターンで岡大セ

ットを予め組んでおく。 

セットには、今回の新たな冊子や2021年度末

に作成した当院がん相談支援センターの案内

のリーフレットを基本とし、セットに合わせて

妊孕性に関するパンフレット、就労に関するパ

ンフレットやちらし、岡山県がんサポートガイ

ド、がん在宅療養パンフレット（2022年3月第

3版改訂）、患者会の案内などを入れておく。 

③ センターに初診時カードを持参した患者や独

自で相談に訪れた人の各々のニーズにあった

セットを渡す。必要に応じてリーフレットやパ

ンフレットを追加する。 

④ 役に立ったかを調査するために、セットの中に

アンケートを入れ、手渡し時にアンケートへの

協力を依頼する。 

 

今後、医師へがん相談支援センターの初診時カー

ドの配布の依頼文やがん相談支援センターのPR文

の作成、岡大セットおよびセットを入れる色分けし

た袋、患者へのアンケートなど準備していく予定で

ある。 

 

D．考察 

がん診療連携拠点病院においては、がん患者およ

びその家族に対して、外来初診時に主治医から相談

支援センターについて説明する等、診断初期の段階

から相談支援センターの周知を図る体制を整備す

る必要がある。また主治医には、十分な時間をかけ

たインフォームド・コンセント、セカンドオピニオ

ンや意思決定に必要な支援を行う等、病初期から治

療終了まで、患者と十分にコミュニケーションを取

り、患者の意思を尊重することが求められている。

しかし、相談支援センターを利用したことがある人

の割合は約7%であったとする報告や、セカンドオ

ピニオンや妊孕性、就労継続などに関する医師から

の情報提供やコミュニケーションが十分でないと

する報告もある。 

今回どれだけの院内の医師が調査Ⅰに参加した

かは不明であるが、医師からのがんと診断されて間

もない人へのがん相談支援センターの説明・紹介が

思うように進まない中、調査Ⅰは医師にがん相談支

援センターの認知やがん相談支援センターが行っ

ている業務の理解を深めるのに役立ったと思われ

る。また、冊子は医師にとって配布する利点の理解

やがん相談支援センターとの連携強化に繋がるも

のとなったと思われる。今後医師へのがん相談支援

センターの周知状況も確認していきたい。 

調査Ⅱについては、がん相談支援センターのがん

相談員が中心となり、院内での新たな冊子の普及・

活用に関して組織的な取り組みについて検討する

機会となった。今回の冊子だけでなく、センターが

既に作成しているリーフレットやパンフレット等



を合わせて配布するような仕組みも検討出来たこ

とは、患者やその家族に、世代にあったより多くの

情報を提供できることに繋がると思われる。ただ、

がんと診断されて間もない人にとって、有益な情報

が主治医から提供されることで患者と家族の不安

を和らげる可能性や冊子の活用により主治医と患

者および家族とのコミュニケーションの助けとな

る効果が期待されていたが、当院での方法では直接

主治医からの配布とは現段階ではなっていない。そ

のため、主治医がコミュニケーションをとりながら、

初診時カードを渡しがん相談支援センターを紹介

できるように、がん相談支援センターで相談できる

内容や患者が抱えうる不安などは予め医師に周知

するなどの工夫が必要となる。また、がん相談支援

センターの初診時カードは主治医からの手渡しだ

けでなく、がん相談支援センターや同じ総合支援セ

ンターの入院支援室などにも配置している。これか

らは今回の新たな冊子や2022年3月に作成した当

院がん相談支援センターの案内のリーフレットな

ども入院支援室に配置するなど、外来で配布できて

いない患者に、一人でも多くがん相談支援センター

を知ってもらえるような取り組みを組織として検

討したい。今後、冊子のおおよその配布数を把握し、

冊子配布によるがん相談支援センターの相談件数

への影響（外来相談の増加等）、冊子に掲載された

情報の相談の増加など検討していく予定である。 

 

E．結論 

本研究では、調査Ⅰ,Ⅱについて医師やがん相談

支援センターの相談員に協力依頼した。医師のがん

相談支援センターの周知や冊子を配布する利点の

理解やがん相談支援センターとの連携強化に繋が

ったと思われる。調査Ⅱに参加し、まだ冊子の配布

はできていないものの、今後の冊子の普及・活用を

促進するための方法について検討した。合わせて既

存の資材も取り入れながら、患者やその家族に、世

代にあったより多くの情報を提供できる仕組みも

検討できた。 

 

F．健康危険情報 

 特になし 

 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

1．論文発表 なし 

2．学会発表 なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

1.特許取得   なし 

 

2.実用新案登録 なし 

 

3.その他    なし 
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